
- 1 - 

 

福島県総合計画審議会 第２回総合計画進行管理部会 議事録 

 

１ 日時 

  平成 25年 9月 10日（火） 10時 00分～16時 10分 

 

２ 場所 

  福島県庁 本庁舎 3階 総務委員会室 

 

３ 出席者 

  （委 員）塩谷 部会長、今井委員、久保委員、瀬戸委員代理：佐藤様、早矢仕委員、 

樋口委員、中村委員 

  （福島県）企画調整部政策監、復興・総合計画課長、 

復興・総合計画課主幹兼副課長（総合計画担当）、 

復興・総合計画課主幹（復興計画担当）、復興・総合計画課主幹（特別措置法担当）、 

政策調査課副課長兼主任主査、総合安全管理課主幹兼副課長（総合安全担当）、 

行政経営課副課長兼主任主査、私学・法人課主幹兼副課長（私学・法人担当）、 

私学・法人課主幹（公立大学担当）、施設管理課主幹兼副課長（庁舎企画担当）、 

市町村行政課総括主幹兼副課長、企画調整課主幹（企画調整担当）、 

企画調整課主幹（復興推進本部担当）、 

エネルギー課主任主査、避難地域復興課副課長兼主任主査、 

文化振興課総括主幹兼副課長、生涯学習課副課長兼主任主査、 

スポーツ課主任指導主事、生活環境部企画主幹、 

消費生活課主幹兼副課長（消費生活担当）、 

青少年・男女共生課主幹兼副課長（人権・ユニバーサルデザイン担当）、 

生活交通課主幹兼副課長（生活交通担当）、 

災害対策課主幹兼副課長（災害対策担当）、 

原子力安全対策課主幹（安全・防災担当）、 

除染対策課主幹（除染推進担当）、原子力損害対策課主幹（賠償支援担当）、 

避難者支援課主幹兼副課長（避難者支援担当）、保健福祉部企画主幹、 

子育て支援課主幹兼副課長（少子化担当）、 

高齢福祉課主幹兼副課長（高齢福祉担当）、 

障がい福祉課主幹（こころの健康担当）、 

地域医療課主幹兼副課長（地域医療担当）、商工労働部企画主幹、 

経営金融課主幹（制度金融担当）、雇用労政課副課長兼主任主査、 

企業立地課総括主幹兼副課長、産業創出課主幹兼副課長（新事業担当）、 

産業創出課主任主査、商業まちづくり課副課長兼主任主査、 

産業人材育成課主幹兼副課長（育成支援担当）、観光交流課総括主幹兼副課長、 

空港交流課副課長兼主任主査、県産品振興戦略課副課長兼主任主査、 

農林水産部企画主幹兼農林企画課副課長、農林地再生対策室長、 
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林業振興課主幹兼副課長（林業振興担当）、 

森林整備課主幹兼副課長（森林整備担当）、水産課主幹（水産担当）、 

土木部企画主幹兼土木企画課副課長、土木企画課主幹（事業調整担当）、 

土木企画課主任主査、建築住宅課主幹（復興県営住宅担当）、 

出納局主幹兼出納総務課副課長、企業局主幹兼経営企画課副課長、 

病院局主幹兼病院総務課副課長、病院経営改革課主幹兼副課長（経営企画担当）、 

教育庁企画主幹兼教育総務課副課長、義務教育課主幹（指導担当）、 

高校教育課主幹（指導担当）、健康教育課主幹兼副課長（総務担当）、 

社会教育課主幹兼副課長（総務担当）、社会教育課主幹（社会教育担当）、 

警務部総務課主任主査 

 

４ 議題 

(1) ふくしまの人口と経済の展望について（第 1章関係） 

(2) 政策分野別の主要施策について（第 3章関係） 

(3) その他 

 

５ 決定事項・確認事項 

(1) ふくしまの人口と経済の展望について（第 1章関係）について審議し、意見をいただいた。 

(2) 政策分野別の主要施策について（第 3章関係）について審議し、意見をいただいた。 

(3) 第１回進行管理部会、第２回進行管理部会で出された意見をとりまとめて１０月中旬に開 

催される総合計画審議会に提出し審議することとなった。 

 

６ 発言者名、発言者ごとの発言内容 

  以下のとおり 
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福島県総合計画審議会・第２回総合計画進行管理部会         （平成 25年 9月 10日開催） 

 

 

司 会（復興・総合計

画課主幹兼副課長） 

 

 

 

 

 

 

 

部会長 

 

 

 

 

 

 

復興・総合計画課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――開  会―― 

 それでは、時間は少し早いのですけれども、総合計画審議会・第２回総合計画

進行管理部会を始めさせていただきます。 

 本日はご多忙のところお集まりいただきまして本当にありがとうございます。

私、本日の進行役を務めさせていただきます復興・総合計画課の長谷部と申しま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは審議会を開催いたします。議事進行につきましては塩谷部会長にお願

いしたいと思います。部会長、よろしくお願いいたします。 

 

――議  事―― 

 皆さん、おはようございます。今日も午前・午後と長丁場ですけれども、よろ

しくお願いいたします。 

 審議にあたりましては、第１回部会と同様に執行部のお考えを聞かせていただ

くということもありますけれども、部会委員等の間で意見交換を積極的にやって

いきたいと思いますので、ぜひ委員の皆様よろしくお願いいたします。 

 それでは、はじめに資料１の「（１）ふくしまの人口と経済の展望」について、

事務局より報告をお願いいたします。 

 総合計画課長の戸田でございます。本日もよろしくお願いいたします。 

 本日は第３章を中心に、その前段としまして第１章の人口と経済の状況につい

ての説明から入りたいと思います。 

 資料１「ふくしまの人口と経済の展望」という資料をご覧ください。総合計画

新生プランでは、第１章としまして「ふくしまの特性と時代潮流」の中で本県を

取り巻く現在の状況と今後の展望ということを記載しており、その中で本県の人

口と経済について試算を行っております。 

 人口につきましては、緩やかな人口減少というシナリオＡと急激な人口減少と

いうシナリオＢ、経済につきましては順調な経済成長というシナリオＡと緩やか

な経済成長というシナリオＢ、いい方向に進んでいくというものがシナリオＡ、

厳しい状況でいくというのがシナリオＢということで、その間で何とか頑張って

いこうという計画を立てております。 

 まず、はじめに人口のほうの現状でございますが、一番下に（１）（２）（３）

と表がありますが、（３）の表をご覧ください。年齢３区分の推移ということで

あります。この表にはありませんが、本県は災害のあと 23 年の７月に 200 万人

の人口を割り込んで 199万７千人ということになっております。この表の中では

22 年 10 月に 200 万から 198 万ということで、現在、200 万を割り込んでいると

ころでございます。最新の部分では 25年７月現在で 194万８千人ということで、

この網かけの直前、25年７月の欄のところが現状でございます。 

 その右側、25年 10月からは新生プランに載っております計画上の数値という

ことで記載しているところでございます。上の段につきましてはシナリオＡ、下
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の段につきましてはシナリオＢということで、２種類の数字がそれぞれ載ってい

る状況になっております。 

 この中で、（３）の資料ですが、24 年７月から 25 年７月、この１年間で見ま

すと、県全体の人口は１万６千人ほど減少しております。ここに減少の数字を載

せておらなかったのですけれども、年少人口で６千人の減、15歳以上 65歳未満

の生産年齢人口で２万４千人の減、この二つで減となる一方、65 歳以上の老年

人口につきましては１万４千人の増ということになっております。この老年人口

の増につきましては、団塊の世代の高齢者が多いということ、本県の人口ピラミ

ッドがその世代のところで大きく広がっているということでそちらのところが

多いと、そういう逆三角形になっておりますので、そこから下の人数が小さいと

いうことがまず一つあることと、あと、いったん避難した方たちが住民票を持っ

て戻ってきているということで増加しているのかなというふうに思われます。 

 こうしました結果、25 年７月の今ほどの欄とその隣の 25 年 10 月、期間は３

か月でありますが、ここの福島県人口の欄を見ますと、想定では 25 年 10 月に

194万５千人というものが、25年７月現在で 194万８千人ということで、大体同

じような線ということになっております。 

 これを棒グラフで表したものが（１）の「福島県の人口」というものでありま

して、一番濃くなっております 25年 10月の欄、一番上のラインと、白い空白が

ありまして、色がついているところのライン、これがプランＡとブランＢの上の

数字になります。それと 25 年７月の数字を比べてみますと、現在のところは一

番上の線、プランＡに近い線で人口のほうが推移している状況が見てとれると思

います。 

 こちらにつきまして、関連としまして、この次に１枚カラーの「福島県の人口

状況」ということで資料を挙げさせていただいておりますが、これは先日の第５

章、そちらのほうのところで使いました資料から抜粋したものになります。ここ

の中段、折れ線グラフになっておりますのが福島県の人口増減率の推移というこ

とで、2011年から 2013年まで入っております。例年３月は社会増減、転出者が

多くなるということで、３月にはどんと下がった形になっているというところ、

それと 2011 年は災害がありましたので、その後の回復がなかなか減率が大きか

ったというところがあります。 

 ただ、その３月を除きまして見た場合に、2011 年の低い数値から、全体とし

ましては、これは増減で一番上が＋0.1、その下が－0.1 ということで、その間

に１本線が入っているところが±０というものでありますが、だんだん±０のほ

うに近づいてきているという状況がありまして、その中でも 2013 年の４月につ

きましては、人口増減率が、一瞬ではありましたけれども、＋５に転じたという

状況もございます。 

 この内訳がその下の転入数・転出数の推移と出生数・死亡数の推移、こちらの

ほう分けて書いておりますが、一番下の自然増減、出生と死亡、こちらにつきま

しては、少子化ということもございまして出生数は大きなトレンドとして少なく

なっているのに加え、高齢者層等についての死亡が大きいということで、この自
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然増減のグラフも、こちらは「人」でありますので、マイナスのほうにずっとあ

るという状況がございます。 

 それに対しまして、一つ上の転入数・転出数、こちらにつきましては、３月を

除きまして大体ゼロレベルのところで来ており、先ほど説明しました 2013 年の

４月にはプラスのほうに一瞬転じているということで、この二つが反映されまし

て、一番上の増減率、減少幅が縮小傾向を示しているというのが人口の現状でご

ざいます。 

 今後もこうした傾向を堅持できるように、ふるさと福島ということで、震災前

の福島を取り戻すために努力していかなければならないということで考えてい

るところでございます。 

 続きまして資料１に戻っていただきまして、２ページ、経済の状況でございま

す。経済の状況につきましては、（１）県内総生産の推移、平成 22年度というこ

とで確報値が出まして、最終的に７兆 1,263億円というものが確定した数値にな

っております。この７兆１千億円につきまして、計画をつくったときの速報値の

ほうは７兆２千億円ということで、ここは若干数字の違いが出てきておりますの

で、現在のところにつきましては、こちら大きな傾向ということでご理解いただ

ければと思います。 

 国内総生産のほうの推移ですが、（１）のほうで平成 22年の確報値が７兆１千

億、それに対しまして平成 23 年度の速報値、右側の欄が６兆４千億ということ

で、22年度と 23年度を単純に比較しまして７千億円の生産が減少しているとい

う状況がございます。 

 こちらにつきましては、今度は下の（２）の表ですが、平成 23 年度、真ん中

に名目という欄がありまして、その下に対前年度増加率 23 年度の欄をご覧くだ

さい。県内総生産で△9.8と約 10％のマイナスということになっております。 

 この内訳としまして、産業別で見ますと、第３次産業のすぐ下、電気・ガス・

水道業のところが前年比 60％減、６割減ということになっております。この主

要な要因は電力関係でありまして、電力供給量が大幅に減少したと、供給量で

75％の減、東京電力・東北電力合わせまして供給が 75％の減ということになっ

ておりまして、これが大きな原因になっているということでございます。それと、

第１次産業の水産業、こちらのほうも△48.0 ということで約５割の減という現

状になっております。ここが大きく率としては下がったところであり、そのほか

にも農業・林業・製造業など、多くの産業で総生産が大幅に減となりました。 

 この 23 年度、震災後の現状に対しまして復興計画を早期に立てまして、それ

に沿って現在も取り組んでいるということで、その成果がだんだん出てきている

というところが現状ではありますが、今のところまだ、すみませんが数値のほう

としてはとらえられる状況ではないということで、来年度には示されるかと思い

ます。 

 ただ、一方で、こういった 23 年度の現状はありますが、県のほうで毎月公表

しております最近の経済動向、こちらの８月末の発表されたものによりますと、

今年度に入りまして個人消費が顕著に推移しており、建設事業では民間需要、こ
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復興・総合計画課長 

 

 

 

 

部会長 

ちらは住宅の建築ですが、あとは公共工事、どちらとも前年度を大幅に上回って

おり、県内景気は厳しい状況にあるものの、持ち直しが見られるということで書

いているところでございます。 

 人口と経済、厳しい状況の中からの復興ということで、23 年度から本年度ま

でということについての報告は以上でございます。 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの事務局の報告につきまして、ご質問、ご意見があればよ

ろしくお願いします。いかがでしょうか。 

 人口に関してなのですけれども、住民票が避難先にある県民に関して、これは

カウントをしているのかどうかお尋ねできればと思います。よろしくお願いいた

します。 

 お願いします。 

 こちらの数字につきましては、数字のカウントとしましては住民票のあるとこ

ろの数字になっております。ですので、現在住んでいる場所の人口ではなくて住

民票がある市町村のほうで持っている数字、それを積み上げたものがこの数字に

なります。ですので、計画の中で言っているシナリオＡというのは、住民票と一

緒に避難された方々が住民票を持って今後戻ってくるというのがシナリオＡの

ほうの動きになりまして、シナリオＢの厳しい動きのほうは、今、住民票がこっ

ちにある方が住民票をいよいよ福島県から出すという状況で人が減っていくと

いうのがシナリオＢというものになります。 

 よろしいでしょうか。住民票のレベルで見ているので、実際に住民票を持たず

に県外に転出されている方の部分はここの人口減のところには反映されていな

いということになると思いますが、逆に、今年の４月に転入された方がかなり多

いということなのですが、これはどういった方が人口増に寄与していると考えた

らよろしいのでしょうか。 

 そこも分析しなければならないと考えているのですが、今のところは数値とし

てというところまでなので、今後そこについては詰めていきたいなと思います。

作業員の方々は相当入ってはいるのですが、その方々が住民票を持ってきている

かというと、そこはちょっとそうかなというのがありますので、すみませんがち

ょっとお時間をいただきたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 事前に郵送していただいた資料では、市町村別に見て西郷村だけが増えている

という記述があって、今回はそれが削除されていますけれども、市町村レベルあ

たりは記載しないということでよろしいのでしょうか。 

 市町村レベルの動きはほとんどが減であるというところで、西郷だけがプラス

という結果で出ているのですが、そこにつきましても、結局何が、本当のといい

ますか、理由でそうなっているのかというところがつかめないということがあり

ましたので、全体の動きということで今回はこちらの記述からは削除させていた

だいております。 

 ほかに人口・経済にかかわっていかがでしょうか。 
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中村委員 

 

 

 

農林水産部企画主幹兼
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復興・総合計画課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水産業に関してなのですが、２ページ、今、試験操業が止まっているような状

態で、ほとんど漁業関係のほうが動いていないように見えるのですが、48％減で

とどまっている、この半分操業しているものというのは何が動いているのでしょ

うか。 

 農林水産部です。今、委員がおっしゃられたのは沿岸漁業の話をされているか

と思うのですけれども、遠洋漁業ということで、カツオとかマグロだとか、あと

はサンマの沖合いのほう、そういったものについては小名浜港で水揚げとなりま

すので、そういったものがカウントされるというところになっております。 

 以上でございます。 

 よろしいでしょうか。 

 ほかによろしいですか。 

 先ほどのところと重複をしてしまうのですけれども、やっぱり人口増のところ

で、増えたというところしか見ていないと、何でそこが増えているのか、そもそ

もやっぱり福島県自体がずっと減少していっていたという、震災があるないにか

かわらず、ずっと減少していていたという事実も一方ではあって、今回の震災で

かなり急激に人口減というのが進んだというところは確かにあると思うのです

けれども、もともとこのまま人口がどんどん少なくなっていくという方向性で、

それが早いか緩やかかということだけでいいのかというところもあると思いま

す。 

 一定程度やっぱり人口減というのをどう抑制していくのかということは、震災

だけではないところで施策を打っていかないとなかなか、どう抑えるかというと

ころができるかどうかというのは県として成立していくかどうかという大きな

ところだと思います。そうなのにもかかわらず今回増えたと、いいことですけれ

ども、それは何でなのかと。それは逆にいうと出ていった人たちが戻ったという

だけであれば、減というところに歯止めがかかった数字ではないところだと思う

ので、ぜひ、何で増加をしているのか、何が減少の要因なのかという分析をしっ

かりやっていかないと、逆にいうとどう政策を打っていくのかというところにつ

ながっていかないように思うので、お願いしたいと思います。すみません、重複

になりますけれども。 

 それでは、要望ということで。 

 今まで大きな原因があったものがだんだん緩やかになってきている、それでも

減は減ではないかということ、それと、本県は震災前は自然が豊かで、Ｉターン

とかＪターンでの第二の生活の場として福島県を選ぶということで人気があっ

た県でありますので、そこら辺を強めに、全体的に少子高齢化ということであっ

ても、福島県、頑張って運営していきましょうということでやっていたわけです

が、そこが根底から崩れてしまっているという状況がありますので、福島県の存

続のためにも人口減をそのまま見過ごすというわけにはいきませんので、そこに

ついては前回の本章のほうでも、第一番目のプロジェクトということで人口減少

対策、そういったものを進めておりますので、今後、その辺についても積極的に

事業を立ち上げて対処していきたいと考えております。 
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 対応についてはこのあと、第３章のほうでも議論されると思いますので、その

前提として現状認識なり分析のところをきちんとやっていただきたいというこ

とだと思います。 

 よろしいでしょうか。それでは議事を進めていきたいと思います。資料２、第

３章「政策分野別の主要施策について」の目次をご覧ください。これから大きく

４つのカテゴリーごとに区切って審議を進めていきたいと思います。 

 まず最初のカテゴリーの一つ目、「人と地域」の６つの施策について、一括し

て事務局から説明をお願いしたいと思います。 

 それでは資料２になります。まずは資料２の一番最初のページ、目次が書いて

あるページをご覧ください。総合計画の中では、基本目標「夢・希望・笑顔に満

ちた“新生ふくしま”」、この基本目標の実現に向けまして県づくりを進めており

ます。そのための構成要素としまして、この下に書いてある部分、まずは一番下

の「ふくしまの礎」ということで基になるもの、これが「人と地域」という柱に

なります。この礎の上に３本の柱がありまして、「活力」「安全と安心」「思いや

り」ということで、礎と３本の柱、合わせて４つの施策ということで構成されて

おります。そのそれぞれの中身につきまして、この上の目次、政策分野というこ

とで書いてあるもの、「人と地域」につきましてはここに書いてある６本の考え

方が入っているということになっております。これら全部で 22 の視点というこ

とで目指す将来の姿に向けて動くということであります。本日はこの 22 の視点

に沿いまして、取り巻く状況等について説明をいたします。 

 それでは、まず「人と地域」の６つの政策分野について説明いたします。資料

のほうは１枚おめくりいただいて１ページになります。 

 まず、この資料の見方について説明させていただきますが、見開きで大体一つ

の分野ということでまとめております。左上、30 年後の将来像というものをま

ず初めに説明しております。そのあとにこの政策分野に関します代表的な施策の

取組について説明し、右側にいきまして、これに関します複数の指標につきまし

て、直近のデータがあるものはデータで、直近の状況について説明するものは言

葉の説明でと、この計画が本年度からスタートする計画でありますので、まだ指

標についての新しい数値というものが出ていないものがほとんどでございます。

ですので、今年度はイレギュラーで途中経過ということを含めましてここの指標

のほうには記載させていただいております。 

 そういった指標なども使いまして、その上で現時点での問題点や改善点、こう

いったものについて黄色い欄のところに入れてあるというつくりになっており

ます。 

 それと、一番後ろのページになりますが、指標につきまして、これはイレギュ

ラーな部分はありますが、指標の考え方ということで、「順調」「おおむね順調」

「順調ではない」というふうに３つのくくりで、「順調」につきましては 25年度

の目標値に達しているもの、「順調ではない」ものは達成が困難であると、その

間のものが「おおむね順調」というような表現でやっておりますが、ストレート

に結びつかない部分もございますけれども、そこは現状の分析というところに記
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載をしているという状況でございます。 

 そうした中で、まずは一つ目、「人と地域」の一番目の「子ども・子育て」に

ついて説明させていただきます。１ページと２ページになります。 

 まず、30年後ですが、「子ども・子育て」では、子育て世代にやさしい社会が

実現し、地域社会は子どもの明るい笑顔と活気にあふれているということを目標

としております。代表的な取組になりますが、安心して出産できる環境づくりに

向けまして、不妊に関する相談から支援、また、周産期医療の充実、こういった

ものに取り組んでおります。 

 日本一安心して子育てできる環境づくりに向けましては、子どもの甲状腺検

査、医療費無料化、そのほか子どもの運動不足解消のための遊び場の支援や子育

て環境の整備に取り組んでいるところでございます。 

 結婚を支援していく仕組みづくりに向けましては、独身の男女にふくしまで幸

せをつかんでもらうための男女の交流、出会いの場の支援にそれぞれ取り組んで

いるところでございます。 

 本日の説明は、こういった代表的なものの赤ラインのところを中心にざっと説

明をするということで進めさせていただきます。 

 ２ページのほうに移っていただきまして、「子ども・子育て」に関する指標と

しましては、合計特殊出生率につきましては低水準で推移しているのですが、そ

の下の甲状腺検査受診率はおおむね順調の赤で推移している、出会い系のイベン

トも増加傾向が見られるという状況でございます。 

 以上を踏まえまして、県としまして、子育て世代における問題点としましては、

子育て世代における放射線への不安やストレス解消の取組、社会全体で子育てを

支援する体制づくりの推進などが必要であると考えているところでございます。 

 続いて３ページ・４ページになります。「教育」であります。子どもたちが社

会に貢献しながら自立し、人生を切り拓いていく心豊かでたくましい人に育って

いるというのが将来像でございます。 

 取組としましては、豊かな心、健やかな体、確かな学力の育成を目指します知

徳体のバランスのよい育成と生き抜く力を育む教育に取り組んでいるところで

ございます。 

 学校、家庭、地域が一体となった地域全体の教育としましては、放課後におけ

る子どもたちの学習や交流のサポート、指導者の資質向上、学びを通じた地域コ

ミュニティの再生に取り組んでいるところでございます。 

 安全・安心で質の高い教育環境を目指しまして、給食食材検査をはじめとしま

す放射線からの安全・安心の確保、学校施設の耐震化・老朽化対策、経済的困難

を有する家庭の子どもへの経済支援、こういったことに取り組んでいるところで

ございます。 

 ４ページ、「教育」に関する指標としましては、全国学力・学習状況調査は最

近のものが先日公表されたところでありますが、小６国語以外は全国平均及び

25 年度目標値を下回っているという状況でございます。体力調査につきまして

も、これは公表が年度末ということになりますが、低下は否めない状況に現状は
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なっております。耐震化につきましてはおおむね順調に推移しているといった形

になっている状況でございます。 

 以上を踏まえまして、県としましては、子どもたちの体力・運動能力、学力の

向上、こちらが必要である、地域で学校教育を支える人災の確保・育成などが必

要であるというふうに考えているところでございます。 

 続きまして５ページ・６ページになります。「文化・スポーツ、人々の活躍の

場づくり」であります。こちらは、福島県が文化・芸術・スポーツ活動の発信拠

点となっており、県民それぞれが社会の主役として活躍し、幸福を実感している

というものが将来像でございます。 

 代表的な取組としましては、文化の振興としまして、「合唱王国ふくしま」の

全国への発信や、県民の誇りであります文化財・伝統文化の保存・継承に取り組

んでいるところでございます。 

 スポーツの振興に向けましては、身近でスポーツを楽しめること、才能ある人

材の発掘・発育を進めることなどに取り組んでおります。 

 若者・女性・高齢者の活躍の場づくりとしましては、次代を担う若者の社会活

動への参画、男女共同参画によります女性の活躍の場、明るい長寿社会に向けま

した高齢者の活躍の場の拡大に取り組んでいるところでございます。 

 生涯学習の場づくりとしましては、県民の学習参加の促進と県立博物館などの

施設の内容の充実に向けた施設運営に取り組んでいるところでございます。 

 ６ページ、これに関します指標としまして、県立博物館の入館者数とスポーツ

関連行事の回数と参加人数、県民カレッジの受講者数を示しました。それぞれ震

災の影響で大きく落ち込んだ状況からでございますが、現在、参加者は増加して

いるということでありまして、今後の目標に合致したものとなる見込みというこ

とでございます。 

 以上を踏まえまして、県としましては、浜通りの文化の担い手の育成が必要で

ある、若者の社会参加のための具体的な手法が課題だということで挙げていると

ころでございます。 

 続きまして７ページ・８ページ、「まちづくり・地域づくり」になります。こ

ちらでは、都市機能が集積し、にぎわいがあふれ、地域住民が主体的に地域づく

りに取り組んでいるということを将来像としております。 

 代表的な取組としましては、生活交通の確保や地域資源を生かしたまちづくり

によります広域的なまちづくり・地域づくり、復興に向けた活動の主体となりま

すＮＰＯ法人・ボランティアなどの活動基盤の強化や、地域コミュニティの再

生・活性化を進めますＮＰＯ法人・ボランティア・地域コミュニティ活動の支援

を進めております。市町村が必要とします支援を行い、分権型社会への対応にも

取り組んでいるところでございます。 

 これらの指標としましては、８ページになりますが、復興・再生の観点から協

働事業数、権限移譲の数については伸びております。道路延長につきましても着

実に整備されているという状況でございます。 

 これらを踏まえまして、問題点としましては、地域の基幹的な生活交通ネット
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ワークの確保・維持、震災以降の社会貢献意識の高まりを実際の活動の充実につ

なげていくこと、被災市町村のマンパワー不足を踏まえた必要人員の確保に努め

ることが必要と考えているところでございます。 

 続きまして９ページ・10ページ、「過疎・中山間地域」になります。こちらで

は、生活の場として農山漁村が見直され、都市部との絆が深まり、地域資源を活

用した産業のもと、安全・安心な暮らしが確保されているということを将来像と

しております。 

 取組としましては、過疎・中山間地域の地域力の育成としまして、女性の力、

大学生の力を活用して、集落の維持・活性化と担い手の育成を進めているところ

でございます。 

 過疎・中山間地域の働く場と収入の確保としましては、生産条件の不利をカバ

ーして農業生産を維持する取組を進めているところでございます。 

 過疎・中山間地域の生活基盤の改善としましては、その地域で安心して生活で

きるよう、地域医療の確保、情報通信エリアの拡大、生活道路の整備などに取り

組んでいるところでございます。過疎化・高齢化が進みます奧会津地方の魅力向

上によります奧会津地域の振興にも取り組んでいるところでございます。 

 これらにつきましての指標としましては、10 ページ、地域づくり総合支援事

業の採択件数は伸びておりますが、震災・原子力災害の影響によりまして、過疎・

中山間地域におけます観光客の入込数は順調ではありません。医師数におきまし

ても、県全体でも厳しいですが、特に中山間ということで厳しい結果が予想され

るところでございます。 

 以上を踏まえまして、課題としましては、地域づくり活動の活発化によります

復興の加速化、それとへき地医師確保の取組の強化、こちらが必要であると考え

ているところでございます。 

 続いて 11 ページ・12 ページ、六番目、最後のものになりますが、「避難地域

の再生・避難者の生活再建」では、避難地域の除染が進み、安全を取り戻し、原

子力に依存しない新たな産業集積と人口回復が進んでいるということを将来像

としております。 

 取組としましては、経済活動の活性化や雇用の確保のための商工業の再生、教

育・保育の充実、避難地域の警らなどによります防犯対策強化などによりまして

避難解除等区域における復興・再生の取組を進めております。安全な交通路の確

保、生活基盤施設の整備を進めまして、将来的に住民の帰還を目指す区域の復

興・再生に向けた準備を進めております。避難者の生活拠点の整備、農林水産業

者の事業再開の支援によります避難者の生活再建事業に取り組んでおります。 

 これらの指標としましては、避難区域の居住人口と双葉郡の商工会会員事業所

の事業再開状況とも評価できる状況には至っておりませんが、元の生活を取り戻

すためのさまざまな環境整備を引き続きやっていくということで考えておりま

す。 

 以上を踏まえまして、県としましては、除染、インフラの復旧、生活環境の整

備、また、双葉郡の教育のあり方の検討、避難者が直面しております課題や行政
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に求める支援の内容の多様化に対するより実態に即した対応、長期的な視点に立

った避難者支援のあり方や支援施策の構築、復興公営住宅の整備、これらが必要

と考えているところでございます。 

 やはり６件ということで早口で説明してしまいましたが、以上が概要的なこと

でございます。よろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。評価調書のつくりとその読み取り方について説明し

ていただいて、その上で最初のカテゴリーであります「人と地域」の中の６つの

施策について説明をしていただきました。 

 最初に、この資料全体について何かまずご質問があれば承って、そのあと、こ

のカテゴリーの中の施策について議論していきたいと思いますけれども、まず、

全体を通じて何かありますでしょうか。 

 一点確認させていただきたいのですけれども、今回、この資料の右側に指標の

進捗状況ということで出ています。総合計画の本体でいうと、各施策について複

数の指標というものがあります。いただいた概要版にも主要な指標ということで

代表的なものが出ていますけれども、今回ここで出された指標は必ずしもこの主

要な指標ということで明示されているものと一致していないと思います。今回執

行部のほうで、どういう観点でこの指標を選択というか抽出されたのか、簡単に

説明していただければと思います。お願いします。 

 全般的な、ということでの言い方になってしまいますが、ここで具体的に挙げ

ております代表的な取組、こちらのほうと関連が深いもの、それと、現在の状況

について言及しておいたほうがいいもの、こちらのほうにつきましてここで指標

ということで三つ程度挙げるということで、知りたいものについてということで

ピックアップしたものになっておりますが、すみませんが、つくり手のほうの意

識が強いと求めているものと違うのではないかという点があるかと思いますが、

そこのところは言っていただければと思います。 

 そうしますと、進行管理自体は毎年度繰り返していくものですけれども、ここ

に出てくるような指標というのはその年によって変わっていく可能性もあると

いうことで理解してよろしいのでしょうか。 

 こちらの概要的なもの、評価調書としてまとめているものにつきましては、そ

の時その時で世の中の動きと合った指標、あるいは、今、日が当たっているとい

うか注目を浴びているような指標ということで変わっていくことは考えられる

と思います。それはそれとしまして、総合計画に載っています指標の全体像につ

きましての進行管理は、指標が出た時点で全体的なものをまとめて、それはそれ

で別に公表したいと思います。 

 わかりました。今年度についてはここに掲げられた指標について重点的に見て

いきたいというものが掲載されているという理解でよろしいですか。 

 まず全体にかかわっていかがでしょうか。中身に入る前に、進め方について。

今、６つの施策について説明していただきましたけれども、一つずつやっている

と時間の配分がうまくいかない可能性がありますので、説明していただきました

けれども、３つまとめて議論していきたいと思います。ですので、必ずしも順番
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に「子ども・子育て」だけではなくて、「教育」「文化・スポーツ」にかかわって

でも結構ですということを先にお話しさせていただいて、その上で中村委員から

お願いします。 

 出産に関する若い女性たちの不安というのを耳にしたときに、どうしてもやは

り放射線に関するリスクを自分たちが背負ったという自覚がありまして、安心し

て出産できるものかどうかという不安を皆さん抱えながら生活をされています。

また、結婚されていない方も避難をしたパターンなども数多く見かけます。なの

で、こちらにやはり放射線に関する不安という記載が一部必要なのではないかな

と感じたところと、いつも思うのですが、「放射線に関する正しい情報」という

ふうに改善が必要な項目の欄にありますけれども、この正しい情報というところ

で、いろいろな情報がネットや何かで飛び交っている中で、この情報が正しいと

いうふうに決めつけることによって不安に思っている方たちを責めることにな

りはしないかなということを少し不安に思っています。 

 それと、また別のお話になるのですが、５ページ、「文化・スポーツ、人々の

活躍の場づくり」ということで、東京オリンピックのほうが決まりまして、これ

に対して県の施策というのが一つ必要になってきたなというふうに感じており

ます。東京は 250キロ離れていて安全だというお話を聞いて腹を立てた県民の方

もたくさんいらっしゃるとは思うのですが、７年後という期限が一つできたなと

思います。世界に対して日本が、安倍総理がああいう形で公約をされたのですか

ら、７年後に向けてどのように安心な福島県をつくっていくか、そして、７年後

に向けて若者たちにどうやってオリンピックを通じて希望をつなげていくかと

いうことを県全体を挙げて考えるべきではないかなとテレビを見ていて感じま

した。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 

 最初の件ですけれども、放射線に対しての不安ということで、黄色い箇所のと

ころに「引き続き子育て世代における放射線への不安やストレスを解消する」と

あるのですが、もう少し書きぶりを変えたほうがいいのか、具体的なご意見があ

れば出していただければと思うのですが、いかがでしょうか。 

 出産できる環境づくりの中で、放射線に対して不安を抱えている女性をどうい

うふうにしていくかという記載が一つ具体的にあればなと思いました。 

 ありがとうございます。 

 今日のご意見、できればこの黄色いところを中心にいろいろ意見をいただいた

上で、それの課題を解決するためにこういうアイディアがあるのではないかとい

うこともあれば併せて出していただければと思います。――今井委員、お願いし

ます。 

 全体的に拝見させていただいて感じたのは、例えばなのですが、１ページの「子

育て支援サービスの充実に関する取組」ということでも、認定こども園とか認可

外保育施設等、保育所とかということで、全体的に県独自のというか、県として、

これはよそでもやっている、日本全国どこでもやっているというようなことをい
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ろいろやられるのだなという印象を受けました。 

 例えば５ページなのですが、「県立美術館・博物館等の展示内容の充実」と書

いてありますが、今、全国的に、美術館は美術館、博物館は博物館ではなくて、

併設型というのもいろいろ地域でされていると思うので、これはこれということ

ではなくて県独自の何か新しい取組が欲しいかなというところです。 

 ３ページもなのですが、「奨学金の貸与を行っています」と書いてあるのです

が、民間では今、給付ということで助成金とか出しているんですね。もともと経

済的な理由により就学困難という方は、要するにその先も結構苦労なさることが

多くて、貸与ということではなく給付型ということもＮＰＯ等でやっている場合

がありますので、その辺をご検討いただきたいということ。 

 あと、７ページなのですが、③で「ＮＰＯ法人等の活動基盤や機能の強化」と

書いてありますが、底上げしますといっても、私の印象ではまだまだ足りないの

ではないかという気がしていて、何か思い切った、もしも民間の力、ＮＰＯ法人

の力とかボランティア活動の力が必要であれば、思い切った何か福島県ならでは

の取組ということで、もう少しインパクトがあるような表現ができないのかなと

いうようなことを感じました。 

 あと、どこかに「ＳＮＳを活用して」というところがちょっと、ここではない

かもしれないのですが、私、神奈川県のほうから福島県に来て一番不便を感じた

のは電波です。なので、情報通信の基盤の整備というのは、これから世界に向か

って発信していかなければならないこととかありますので、やはりその辺はしっ

かりやっていかないと、福島県内だけというわけにいきませんので、オリンピッ

クのこともありますし、その辺の通信エリアとか情報通信とかというものがいろ

いろな分野で必要になってくると思うので、それも何か思い切ったことができな

いのかなということです。 

 すみません、あれこれ言ったのですが、つまり、よその市町村でもやっている

ようなことをただやっていますということではなくて、もう少し福島県ならでは

の、福島県だというような何か一つ欲しいなと。どこでもやっていることを推進

していきます、取り組んでいますということではなくて、何か思い切った福島県

ならではの何か言い回しなり方針なり、何かこうやっていくのだというようなも

のが欲しいという印象を受けました。 

 全体にわたるご意見をいただきました。 

 一応、３つまとめてということなので話がかなり飛び飛びになりますけれど

も、もうお一方いかがでしょうか。 

 まず、４ページにあります、先ほど黄色いところを中心にという話もあったの

でお話ししますけれども、②の学習支援ボランティアというようなこととか、６

ページにも同じようにボランティア活動という言葉が出てくるのですけれども、

ボランティアをやりたい、ぜひ取り組みたいというふうに思ってらっしゃる方、

こういういろいろなところでデータを取って、これまで過去にもあるのですけれ

ども、ただ、実態として、気持ちはあるけれども時間がない、結局、労働のあり

方、どういうふうに働くかというところと非常に密接にかかわっているところが
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あると思います。ただ、ボランティアの充実を図っていきましょう、だけではお

そらく難しいところがあって、逆に言うと皆さん方が日常働いていらっしゃる中

でボランティアはやれますかというところなのですけれども、結局、その部分を

少し意識した書き方をしていかないと、大切なのは多分みんなわかっているの

で、だけれども、それをどうすればできるような仕組みができるのだろうかとい

う視点も併せて考えて提案をしていかないとなかなか難しいかなというふうに

思うところがあります。 

 それと、やっぱり言葉をどう使っていくかということで、学習支援ボランティ

アなのですけれども、今、震災後、仮設住宅等を中心として学生等が始めている

ところはたくさんありますけれども、おそらくここで想定されてるのは、今スタ

ートしているような形ではなくて、地域全般の一般家庭の子どもたちも含めてと

いうことなのかどうかということで、どんなふうにこの学習支援ボランティアと

いう言葉を使っているのかというのが非常にあいまいで、受け取る側としては、

仮設住宅で学習環境が十分ないからというところで集会所等でやっているよう

な形の話なのか、それとも学力全般的な向上ということになれば、一般家庭の子

どもたちも含めて学習支援ボランティアというような形で学習を、学校教育とは

違う形のフォローをするような、誰でもが来られるような環境をつくっていくと

いうふうに意図しての話なのかというのが、ちょっとここだとなかなか、後者だ

とは思うのですけれども、イメージがとりにくいかなと。特に震災というところ

がかなり計画の中でいろいろなところで意図されているところになってくると、

イメージとしてはどちらかというと震災後の学習支援ボランティアというイメ

ージで取られがちなところも出てくるかなと思ったので、その言葉をどう表現し

ていけばいいのかという、代替案があるわけではないのですが、書き方をどうす

るかというのはあるなと思います。 

 ありがとうございます。 

 それでは、いくつか出されましたので、ここでいったん切って、県のほうから

のお考えを伺いながらということにしていきたいと思います。 

 順番に戻ってということで言いますと、まず、「子ども・子育て」のところで

は、中村委員から、出産する女性が抱いている放射線に対する不安の部分の記述

が必要ではないか、あるいは正しい情報という言葉遣い自体が不安を抱えている

方々を責めることになるのではないかというご意見がありましたけれども、この

点、まずいかがですか。 

 保健福祉部でございます。 

 中村委員のほうからありました放射線に対して不安を抱いているお母さんに

対して、その取組、確かに放射線に関しましては、②の子育ての部分には県民健

康管理調査ということで記載があるのですが、出産に対する不安を抱いているお

母さん方がいると思いますので、この辺の記載を入れることに関しましては、復

興・総合計画課と調整の上、これは検討したいと思います。 

 放射線についての正しい情報の発信という部分につきましても、誤解を招かな

いような表現に書き改めるように、そこはいろいろなところに関係しているもの
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ですから、そこは検討したいと思います。 

 またご意見があればあとで出していただきます。 

 それから、「教育」のところに関しては、経済的な支援にかかわって、貸与で

はなくて給付ということが考えられないかと今井委員からいただきました。それ

から、久保委員からは、学習支援ボランティアという言葉というか概念がどうい

う形で使われているのかということの、これは質問のほうだったと思うのですけ

れども、この部分についてはいかがでしょうか。 

 高校教育課でございます。 

 現在、ここには記載しておりませんけれども、震災特例採用という制度を設け

ておりまして、貸与という形ではございますが、高校や大学を卒業したあと、就

職したときの収入金額に応じて返還が免除されるというような制度で募集して

貸与しているところでございます。ですので、収入が条件に合っていれば返還が

免除される実質給付というような制度が現在ございますのでご紹介申し上げま

す。 

 あと、学習支援ボランティアの概念についての部分で。 

 教育庁企画主幹の山内と申します。 

 先ほど、形態のほうのご質問があったので、そちらのほうをお答えしたいと思

いますが、今わかる資料では、38 市町村 116 教室で放課後等の教室等で開催さ

れているので、全県的に学びの場とか生活の場の支援ということをしているとい

うことです。それから、学習ボランティアは、県としてはそれの間を取り持つコ

ーディネーターの養成等をしているのですが、これの書きぶりについては持ち帰

って検討させていただきたいと思います。 

 それから、文化・スポーツにかかわっては、東京オリンピックへの対応という

ことと、そのボランティア、学習支援ボランティアも含むかと思いますけれども、

具体的にどのようにすればボランティアをやりたいという気持ちを持っていて

実際にそこにつながっていくのか、その道筋も必要ではないかというご意見も出

ましたけれども、この点はいかがでしょうか。 

 スポーツ課の佐藤と申します。 

 オリンピックにつきましては、５ページにもありますように、30 年後の将来

像ということで、今までも文化・芸術・スポーツの活動をとおして人生を楽しみ、

また、生活に幸福感を実感できるということを目的に施策を展開してまいりまし

た。この９月の８日未明に決定されました東京オリンピックは、まさにこの追い

風となるととらえております。 

 スポーツについては、かかわりとして、する・見る・支えると、この三つの視

点がございますので、こちらにありますように、スポーツ人口の拡大または競技

力の向上のほかに、支える部分でいいますと、スポーツボランティア、それを組

織する組織が県内にございますので、そういったところの活用を今後施策の中で

考えていきたいと思っております。 

 なお、選手の育成強化の部分につきましては、主にＪＯＣ、日本体育協会、中

央競技団体、こういったところが特にすぐれた選手の強化・育成を行うというこ
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とになりますので、そこにつながるような選手の育成について今後も施策の中で

努めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 もう一点、ボランティアにかかわってはいかがでしょうか。 

 政策監、佐竹でございます。 

 ボランティアの部分、ちょっとご説明をさせていただきたいと思っております

が、本日の進行管理部会でございますが、一つお願いがございまして、先ほど部

会長がおっしゃったとおり、委員の間での議論ということをぜひお願いをしたい

ということがあります。 

 と申しますのは、私ども、こういった形でいろいろ資料を整理させていただき

ます。これで先生方に評価をしていただいて、こういったことが抜けているとい

うお話を今いただいている、また疑問だということをいただいているわけでござ

いますが、そういった部分を整理して次年度重点事業という形で、福島県として

も相当の金額を確保して新年度の事業に結びつけていくということで考えてお

ります。ぜひ委員の先生方からは、こういったことが問題である、だけで終わる

のではなくて、こういった観点でやったらいいのではないか、ヒントとしてこう

いったキーワードがあるのではないかとか、そういった言葉をぜひ付け加えてい

ただけると非常にありがたいと。私ども、それを受け取って、またヒントにして、

新年度の事業を今考えているわけでありまして、そこにしっかり生かしていきた

いと思っております。ぜひよろしくお願いしたいと思っております。 

 また、もう一つ私が考えておりますのは、県というのは２年とか３年で人事異

動がございます。セクションがどんどん変わっていくわけでございまして、この

新生プラン、県全体としてつくってきたわけではございますけれども、昨年作成

にしっかりかかわってきた人間というのは非常に思いというものがあるわけで

ございますが、今年新たに加わってきた者というのは、なかなかそういった部分、

思いという部分がまだしっくり伝わってこないということで、ぜひ、進行管理部

会の深い議論の中でこの新生プランを本物にしていくといいますか、具体化して

いきたいと思っております。 

 例えば、先ほど、美術館の展示内容についてまだ不十分ではないか、ボランテ

ィアの育成の部分がまだ不十分かもしれないというご意見がありました。こうい

った観点でこういった部分を強化するとよりよくなるのではないかとか、ぜひご

指導いただければと思っております。そういった形で今日一日進めていただけれ

ば、ぜひご指導いただければと思っております。私ども、本気でこの新生プラン

を具体化しようと思っていますので、ぜひご指導いただければと思っておりま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 ありがとうございます。 

 部会委員、いろいろ疑問だとか聞きたいことがあるのかもしれないのですけれ

ども、執行部とのやりとりだけに終始してはまずいということで、個別にはあと

でいろいろと聞いていただくこともありますけれども、今、政策監のほうから話

がありましたように、アイディアも含めて出していただければと思います。 
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 アイディアを出していいのでしたら、よろしいでしょうか。 

 まず１ページ目なのですが、先ほど、もう少し県ならではというようなお話を

出させていただいたのですが、県認定こども園とかそういうものがあってもいい

のではないか、もう少し緩やかな、もし、そういう施設が足りないのであればと

いうことです。 

 それから、３ページ目なのですが、先ほど申し上げたように、奨学金を給付型

というのを設けたら、勉強したいのだけれどもお金がなくてという方を救えるの

ではないかということです。 

 あと、４ページ目なのですが、学習支援ボランティアとありますが、これはも

しよろしければはっきりと、実際問題お勤めしている人は無理なので、退職者と

かという記述にしてしまったほうがすっきりするのかなと思います。 

 ５ページ目なのですが、県立美術館・博物館等というのも、これも併設型を検

討していって、例えば図書館と美術館、博物館の併設型というのが、都市名は忘

れましたがありますので視察に行かれるとか、子どもたちの学力向上のためにも

図書館と何かとか、併設型というのを考えていかれたほうがいいのではないかと

思います。 

 それから７ページ目なのですが、ＮＰＯ等の底上げというのは積極的に、右側

の８ページで気になったのですが、ＮＰＯやボランティアと県との協働事業数

が、25年度の目標値が 68に減っているのです。これを、例えば各部局一つをや

るとか、その辺をもうちょっと大胆な書き方にしていただくといいのではないか

と思います。 

 すみませんが、３つずつ区切っているので、いったんここでということで。 

 先ほどご提案的なことということがありましたので、子育てのところなのです

けれども、「子ども・子育て」については、社会全体での子育ち・子育てを支援

する体制づくりというのがあるのですが、震災前の 22 年まででしたか、県内各

方部ごとの、そこで子育てにかかわっている人たちの連絡会みたいなものが各県

中・県南・県北という形であって、３年間やりましていい形になってきたのです

が、そのあと予算がつかないということで、金額的にもすごく少ないということ

もお聞きしていたのですが、そのあと、社会全体という意味合いからすると、商

工会議所関係者とか農林、そういう方もいらしたりとか、少子化だということを

全体が考えていくという意味ではとてもいいことだと考えていたのですが、それ

をもう一回復活させるとか、現在、会津地区は会津保健福祉事務所というところ

で独自にやっているということがあって、ほかのところは県のほうが指導的だっ

たので予算がもうないのだというところでやられていないのですけれども、そう

いったところで社会全体というふうに持っていくためには、県がちゃんとお金を

出した上でそういう方が一堂に会する機会をつくるとかということをしていか

ないと、口々に子育ての現場でそれを言っているんですね。 

 社会全体で子育てを盛り上げていきましょうとか、やっていかなければならな

いですと言っているのですが、実際具体的にこういった場を設けてみんなが集ま

れるようなところがないと浸透していかないです。やはり企業さんについても、
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震災前まですごくいい形で進んでいたところについても、復興というところでそ

れどころではないのだという声は聞こえましたけれども、結局、子どもをたくさ

ん生んでいただいて育てていかないと、本当に福島県の将来は人口に全部つなが

っていくわけですから、一番そこをやっていただいてもいいのかなと思うので、

ぜひその辺、できれば振興局単位で振興局自体に音頭を取っていただけると、教

育事務所も含め、保健福祉部だけに任せないというのがいいのではないかなと思

いました。実際は県の方もそこに出席していただき、振興局も教育事務所の方も

出席していたのですけれども、やっぱりそこに呼ばれてきているという感覚があ

ったので、振興局単位でそれは復活していくと、もうちょっと社会全体というの

が具体化していくかなと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。委員から出された意見に対してのさらにご意見でも

結構です。 

 前回の会議でも発言させていただいたのですが、今、避難先にある問題・課題

解決というのが、震災前からあった課題を解決しているのではないかというお話

をさせていただきました。 

 例えば、私がやっている拠点、母子避難者が集中して集まっている拠点という

のは、核家族、転勤族であったお母さんたちがその地域でどういうふうに生きて

いくか、コミュニティもない、実家もないようなところでどういうふうに生きて

いくかということを一つ一つ解決していっている場になっているというふうに

感じています。なので、今、避難先にある問題を課題解決しているということは、

これを同じように福島県内にもう一度持ち込んで、ここを解決していくというの

が重要になってくるというふうに感じています。 

 高齢者の問題に関しましても、仮設住宅の中でではどういうことが起こってい

るのか、実際に地域でサポートできているかどうかということをもう一回洗い出

して、当事者の声を聞き、これを解決していくということが大事になってくるの

ではないかなと思っています。 

 例えば、避難者にしてみれば、どういう福島に帰ってきたいか、どういう魅力

ある福島をつくっていくかということが非常に大事になってきまして、例えば学

力の高いエリアに避難された方は、学力の低い福島に戻ってくるかというと、そ

れは子どもが成長すればするほど戻るというきっかけを失っていくということ

ですから、福島ならではの教育、例えば、前回もお話させていただきましたけれ

ども、福島に行けばフランス語が話せる、英語が話せるというような非常にわか

りやすい何かというのを今後ははっきりと明確に打ち出していくべきだという

ふうに考えております。 

 以上です。 

 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 例えばの例として、５ページ・６ページになりますけれども、ここで県立美術

館・博物館というふうな形で、冊子のほうの指標のところも含めて県立の建物を

指標にしてどれだけ入場者数があるかというふうにしていますけれども、福島県

には県立だけではなくていろいろな美術館もあったり博物館もあったりしてい
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ると思うのですけれども、そういった地域にある社会資源との連携というのです

か、そういったことも含めて県内の資源としてとらえながら、別に県立のところ

に来るということも必要ですけれども、そうではなくて、全体的に住民がいろい

ろな文化活動に携わるような仕組みをつくっていきたいということであれば、も

っといろいろな社会資源としてあるものをどう使いながら、巻き込んでいきなが

らやっていくかということを考えていってもいいのではないのかなと、その代表

的なところとして美術館・博物館というのが県立以外のところでもたくさんあ

り、しかも県立というふうに限ってしまうとどうしてもエリア的な限界も出てく

るところがありますので、そういう意味ではそれぞれのエリアごとにあるいろい

ろな施設というのをどう使っていくのか、どう連携していくのかと。 

 多分、図書館なんかはかなり独自に連携をして、県内の図書館であればどこで

もすぐというふうに、私が勤めている短大の図書館もやってくれているような状

況がありますけれども、そういった話は美術館等ではあまり聞かないので、そう

いったことをどんなふうにやっていくかという、もう少し社会資源といったとき

に、県が持っているものではなくて、県内にあるものというとらえ方をしていっ

てもいいのではないのかなと思うところがあります。そうすると、資源はかなり

あちこちにあるというふうにもなってくるのかなと思います。 

 それと、もう一方で、今、資源をどう使うかという話をしましたけれども、そ

のときに調整をしていくということが必要になってくるかと思うのですけれど

も、ボランティアのところも含めてなのですが、いろいろな地域ごとにイベント

を企画して実行されているところがあるのですけれども、日にちが重なっていた

りとかして集客数を集めたいのだけれどもどうも分散するというようなところ

も少し見受けられたり、ボランティアもあちこちで人手を取り合ったりというと

ころが出てくる話もあるので、そういったことを全体のバランスをどうしていく

かということも一方ではあるのかなと少し思ったので、連携の話、調整をしなが

らやっていくということも、いろいろな企画をやるのは構わないのですけれど

も、あちこち同じ日で、やっぱり何となく同じ日にイベントが重なることが多い

みたいですから、そういったことも配分というか調整をしながらというところは

少し必要になるのでしょうけれども、それをどういうふうなところでコーディネ

ートをしていくのかというところが少し企画をするところでは必要になってく

るかなと思いました。 

 ありがとうございます。 

 最初の３つでほかになければ、後半の３つという形で進めさせていただきま

す。 

 すみません。ページの３ページの地域全体の教育というか、地域一体となった

という言葉にあてはまるかどうかわからないのですけれども、現在、避難してい

るところで、私の場合なのですけれども、町から避難して、今まで震災前は婦人

消防という組織があって、地域で予防消防という活動ということで婦人消防の役

割で、高齢者、特にひとり暮らしとかという人たちを対象にやってきました。と

ころが、震災になってみんな避難してしまって、婦人消防の活動を予防消防とい
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うことで活動をしたい、だけれども、これは町村レベルなのでしょうけれども、

皆さん全部避難してしまって、個人情報保護法というのがものすごい壁になって

しまって、ひとり暮らしであそこにどこどこのおばあさんがいるのだけれども、

詳しく番地まで教えてもらえないとかということがあって、ものすごくそれが壁

になっているというのが実情なのです。 

 婦人消防の活動を存続するかしないかも、その壁によって、何度も会議をして

いたのですけれども、打ち砕かれて、どうしましょうかとなったときに、ひとり

暮らしの借上住宅にいる人たちは、昔の人たちの顔が見たいから何とかやってく

れないかといわれても、その人のところはわかっても、ほかはどれだけの人が借

上にいるかわからないという、そういうことに直面していますので、社会教育と

いいますか、地域が一体となるということに関して、コーディネートをする上で、

もし何かいいやり方があるのであれば、そういうのもリーダー研修会とかそうい

うのを開催していただきたいなというのが本音です。 

 これは関東圏、向こうのほうでも大地震があったときに、絶対、過去の例とい

うのがあるはずなんですね。そういうのを私たちは今度は研修で先進地視察とい

うことでお話を聞きに行きたいというふうに、そこまで組織を何とか持ち上げて

きたのですけれども、そこまではいくのだけれども、そのあとどういうふうにつ

なげていっていいかわからないということがありますので、コーディネーターの

資質の向上を支援しているという中に、今まであったそういう組織というのを、

復活というのでしょうか、再活動できるような体制も含めていただけたらなと思

います。 

 ありがとうございます。 

 それでは少し進めさせていただいて、最後に「人と地域」全体で落ちていると

ころがあれば、またいただきたいと思います。 

 ７ページから 12ページまでの間でいかがでしょうか。 

 ７ページ・８ページなのですが、まず一番上の①の「広域的な」というところ

で乗合バス事業者とあるのですが、その辺、私が住んでいる郡山市では、バスの

運賃が高いのと本数が少ないということで、それが原因で皆さん車に走っている

のですが、地域で問題になっていて、高齢になると運転ができなくなる、今なお

ガソリン代が高騰しているということで、そういった人たちは今後どうやって暮

らしていったらいいかということになっているんですね。 

 それで、８ページのほうに、現段階の問題点・改善等が必要な項目とあるので

すが、「地域の基幹的な生活交通ネットワークを確保し」ということで、何か具

体的にこんなものを考えているということがあったら、先にちょっと質問をさせ

ていただいてもよろしいでしょうか。そのあと、こういうのはいかがですかとい

う話もあるのですが、何か具体的に考えていらっしゃることがあれば先にお聞き

したいのですけれども。 

 ８ページの①のところですね。いかがでしょうか。 

 生活環境部でございます。生活交通、地域の足の確保ということで、例えばコ

ミュニティバスの運行ですとかデマンドタクシー運行などについての支援・補助
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などは県として行っているところであります。 

 それで、例えばなのですが、アイディアとして挙がっているのが、路面電車と

いうのがあると助かるという話、昔あったのですけれども、今は見かけなくなっ

たのでどうかという話とか、あと、結局、タクシーだ、車だというのを持てない

若者たちが暮らしやすいまちづくりをするために、大体大学生までを想定してい

るのですが、車は買えないとかタクシーに乗ったりとかできない若者たちが集い

やすいまちづくりということで、自転車が通りやすいまちづくりをしたらどうか

という話があります。 

 なので、子どもたちが高校生でも中学生でもあちこち行きたいところに行ける

という環境をつくることがいきいきと若者が暮らしやすいまちづくりではない

かという話が挙がっていますので、実証実験的に、例えば、申し訳ないですが私

は郡山のことしかわからないですけれども、郡山の駅前というのは駐車場代が高

くて渋滞しますし、中心の駅前になかなか行けないという状況がありまして、確

かに自転車だったら行けるのではないかなという気がして、メーン道路ではない

ところに自転車専用道路みたいなものをつくったらどうかというアイディアも

出そうと思っているのですが、もしできることでしたら、タクシーとかバスとか

ということではなくて、路面電車とか自転車が活用できないかとか、その辺の視

点からも検討していただけると、また新しい発想が出てくるのかなと思います。 

 どこの箇所でも結構です。ご意見いかがでしょうか。 

 土木企画課でございます。今のいわゆる街なかでの交通確保ということで、高

齢者の方が外出しにくいというところでの交通の確保というところで、バスです

とか乗り物の話、他県の話ですけれども、ＬＲＴということで新しく路面電車を

復活させてかなり街なかがにぎわっているとか、そういうこともありますけれど

も、そういう対策が一つありますが、当県でも若松ですとか、郡山もそうですか、

いわゆるコンパクトなまちづくりというようなことで、そういう乗り物の整備と

併せて交通結節点、駅ですとか病院ですとか市役所ですとか、人が集まるところ

を結ぶネットワークとして自転車が通りやすい環境を整備しましょうとか、そう

いうものを、ここで②番の中心市街地の活性化というところの街なかの道路整備

とかというところで街路整備のことなどの取組を挙げておりますけれども、そう

いう道路整備ですとか街路の整備ですとか、あと、公共施設の周辺の歩行環境を

整えるだとか、そういうものを総合的に進めているというところはございます。

その辺が見えにくいというところがあるので、その辺は出し方を工夫する必要が

あるのかなと思います。 

 ほかの委員の皆さん、いかがでしょうか。 

 「人と地域」の（５）の中身について触れさせていただきたいのですが、山形

に行って私は初めて知ったのですが、村山市というところに「山形ガールズ農場」

というものがありまして、そのガールズ農場のお野菜というのが一つブランドと

して確立されておりまして、山形県内の観光振興に非常に一役買っています。過

疎の地域というのは悪いところばかりではなくて、手つかずの資源がたくさん残

っているといういい面もありますので、女性の力を利用するということであれ
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ば、何か一つキャッチコピーみたいなものを使って、そこのおばちゃんたちをア

ピールするとか、その人たちの生活を一つの観光として考えてみるとかというの

もありだと思います。 

 例えば、今の若いお母さんたちなどは梅干しの漬け方であるとか漬物の漬け方

などというのはわからないわけですから、こういうところにそういう方たちを連

れていって、おばさんたちにそういったものを習うとか、そういうやり方も一つ

かなと見ていて感じました。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 

 どうしましょうか。やりとりは一つずつやりますか。まず一応出していただい

て、まとめてそこにコメントなりをするところがあればということにさせてくだ

さい。 

 今、中村委員の話とダブるのですけれども、見せ方というのが結構大事で、「ガ

ールズ農場」ってとってもいいなと思ったのですが、福島県にずっと住んでいら

っしゃる方はわからないかと思うのですけれども、二地域居住とか定住でも、結

構私の周りでは、本当に最近よく聞きます。東京の方から、すごく福島県に関心

があると本当にごく最近聞いていますし、若者で、こっちで何とか復興に向かい

たいなどという話もあって、結構本当に私の周りでは聞くのです。なので、見せ

方をもう少し、キャッチという話もありましたけれども、見せ方を考えて、そう

いう田舎というふうな、田舎にあこがれる方も多くいらっしゃるので、その辺、

そういう方々に向けての情報発信、見せ方というのを考えていったほうがいいの

ではないかなと思います。 

 また話がダブるのですが、その場合に、やはりそういうところに行くと、私な

どはすぐ思うのですが、携帯電話が通じるのかなとかインターネットができるの

かなとすぐ考えてしまいます。そういうところに住んだら本当に外との連絡がと

れないと思ってしまうので、その辺の整備も併せてやっていけば、結構福島県は

まだまだ捨てたものじゃない。放射能の問題がありながら、それだけ声があると

いうことは、やはり魅力のある県なのだなというのを最近すごく思っているとこ

ろなので、その辺の見せ方を工夫していただければいいのかなと思います。 

 ありがとうございます。 

 追加になるのですが、奧会津に関しては放射線量が非常に低いということにも

県として着目すべきことではないかなと思っております。お母さんたちのリフレ

ッシュキャンプの場をつくるとか、それを逆に地域振興に役立てるというのも一

つありかなと思っています。 

 以上です。 

 前回議論したところとかぶるところもありますけれども、改めて重ねてご意見

をいただいても結構ですので、いかがでしょうか。 

 ８ページの、どうしてもそういうところに目が行ってしまうのですけれども、

指標１のところに平成 24年の協働事業数 73で、25年度目標値が 68と減ってい

るというのは、これは協働はあまり進めたくないということですか。 
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 それは、目標値を上回って実績が伸びているということではないですか。 

 そうですね。 

 すみません。ちょっと説明が足りませんでしたが、この指標の青い点線が入っ

ているところ、これが計画時点の数字になります。ですので、ボランティアにつ

きましては 23 年度の一番下の部分が計画時点の数字でして、それに対して、平

成 25 年度からの目標値がこういうふうになっているというブルーの線になって

いると。ちなみに、23 年度の数値は 60 というのは現状値で、60 から、25 年度

の目標値は 68に上げましょうという流れです。それに対して、今回は 24年度の

時点で 73という 25年度目標を超えた実績が今年１年で上がっているという状況

です。 

 それでは、「人と地域」は前に戻っても結構ですので、全体でこの６つの施策

について、さらに補足なり、あるいは新しい観点でも結構ですので、ご意見いか

がでしょうか。 

 11 ページの「避難地域の防犯対策に関する取組」というところなのですけれ

ども、避難区域が解除された地域、私のところも今年の３月末で解除されたので

すけれども、警戒区域になっているときと解除されてからでは解除されてからの

ほうがものすごく犯罪が多いのです。というのは、自由に出入りできるというこ

とはもちろんなのですけれども、現に私のうちにはずっと泥棒が住んでいまし

た。これは解除になってから毎日私は、震災のままだったものですから、片づけ

に入っていたのですけれども、何かおかしくて、おかしい、おかしいと思いなが

ら、また次の日に行って、またおかしいと思いながら、毎日警察を呼んで、どう

もおかしい、どうも変だという形で、警察の方も対応してくれたのですけれども、

やっぱり、泥棒の方が、方というのはおかしいのですけれども、泥棒が住んでい

たらしく、そういう状況でした。 

 そうすると、避難者の人たちは警戒区域のときには申請して帰るのを楽しみに

していたんですね。でも、今はだめだという意識が強くなってきています。これ

はガラスが割られていたりとかそういう犯罪がものすごく多発しているからで

すね。 

 そして、広野さんあたりは、広野は自由に出入りできるのですけれども、住め

ますので、うちを除染とかそういう人たちに貸すのです。隣に誰が入っているか

わからない、怖いという、そういう問題が出ていますので、ここに安全・安心と

いう言葉が入っているのですけれども、これは防犯に対する取組ということをも

うちょっと具体的に書いていただけないかなということです。 

 警戒区域のときには帰りたい帰りたいと言っていた人が、もうとてもとても怖

くて帰れないというのを口々に言うようになってきました。そして、それと相反

して、私は富岡なのですけれども、自宅を直すという人が多くなってきたり、複

雑なのです。だから、本当に戻りたいという人がいて、国も戻したいということ

であれば、防犯というところをもうちょっと細かく対応して書いていただけたら

なと思います。 

 ありがとうございます。 
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 それでは、ここまでで県のほうから、コメントなり回答があるところがあれば、

すべてでなくてもちろん結構ですが、いかがでしょうか。 

 農林水産部です。 

 農林水産部のほうでは、中村委員そして今井委員のほうからいろいろご助言が

あったところでございます。「ガールズ農場」の取組、我々も存じているところ

であります。彼女たちの力強い動きが山形の魅力あるブランド化というところに

なっているということもあります。 

 我々もやはり、この震災でも女性の力というのはとても大きなものだったかな

と思うところでありまして、農山漁村においても男女共同参画プランというもの

をつくり、家族経営というところに女性も家族で協定を結んで女性の参画を促す

と。今、震災前で 1,048 件だったのですが、震災後は増えておりまして、1,121

件が平成 24 年に結んでいる件数でございます。そういった女性の見方、考え方

というものを農業経営にも取り入れて農山漁村を活性化していきたいというこ

とで取り組んでおります。 

 また、福大さんでもやっていらっしゃる「かーちゃんの力・プロジェクト」と

か、そういう見せ方と、あとは女性の力を活用した取組というのは大事かと思い

ます。そうした過疎中山間地域の振興においては、地域ごとの地域ブランドとい

うものを、そこのおいしい農産物と併せてＰＲしていくことが大事かなと思いま

すので、まだまだ皆さん方に知られていないというところは我々のＰＲ不足とい

うところもあるかなと思うのですが、そこは地域の農林漁業者と連携して、もっ

と見せ方の部分を工夫して勉強していきたいと思いますので、今後ともご支援よ

ろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 

 警察本部総務課の渡部といいます。 

 先ほど、委員のほうからお話がありました避難地域の防犯対策に対する取組で

ありますが、警察本部としましては、震災以降、管轄する警察署、あとは都道府

県から出向という形で受け入れまして、その方たちを復興支援係として運用し、

さらには、警視庁をはじめとして都道府県から長期的に派遣を受けまして、安

全・安心のためにパトロール等の強化とともに、あとは自主的な防犯ボランティ

アの団体もありますので、それらの方々と一緒に取り組んでいるところでありま

す。 

 委員から今お話があった安全・安全に関する具体的な取組につきましては、委

員からのお話がありましたことを踏まえまして検討させていただきたいと思い

ます。引き続き、住民の安全・安心のためにパトロール活動を強化していきたい

と思いますので、その点についてはご理解をお願いしたいと思います。 

 観光交流課でございます。 

 今井委員のほうからお話がありました定住・二地域居住に関する見せ方の問題

でございますが、定住・二地域居住につきましては、３本の柱ということで受入

体制の整備、実際に移住された方が暮らしやすいような体制を整備するというこ
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とと、あとは首都圏を中心としたＰＲ・情報提供ということで、東京のほうに「ふ

るさと暮らし情報センター」を設置して発信をして相談を受けていると。そのほ

かに専門誌、「いなか暮らしの本」というものがございまして、それなどに記事

を掲載することで広く広報を行っているところです。 

 あとは、いろいろ施策の展開ということで、ファンクラブの運営ですとか首都

圏における大交流フェア、そういった取組を従来から行っているところでありま

すが、定住・二地域居住につきましては、震災以降は大分減少しているというこ

ともございますが、南相馬市のボランティアを契機にして移住された方が多いと

いうことなどもございまして、実は新たな取組ということで、震災後も社会貢献

意識とか、県内に移住された方の移住者の体験談集というものをこの間作成いた

しまして発表させていただいているということがございますので、それらも活用

しながら、また意識の高い人ということで、「ふくしまファンクラブ」の拡大な

ども今図っておりますので、そうした情報が届きやすい方に適切な情報を提供し

ていくというような、それ以外にも見せ方についてはさまざま検討していきたい

と思っております。 

 企画調整課の林と申します。 

 今井委員のほうからございました携帯電話の不通話地域の話、それから、中村

委員のほうからお話がありました奧会津地域、放射線量が低いということでお母

さん方の不安解消のお話、二点いただきました。 

 携帯電話に関しましては、９ページの③の二つ目のところにございますが、福

島県内まだまだ不通話地域がございます。全体では携帯電話のカバー率、99.8％、

ほぼ 100％というところなのですが、実際そこの最後のもう少しというところは、

やはりいろいろなところに分散して暮らしていらっしゃいましてなかなか進ま

ない状況がございます。現在も 110地域ほど携帯電話がつながらない地域がござ

いますが、その辺の解消に向けて動いているというところです。基本的には電話

会社の事業ということで、どこまで行政がやれるかということはございますが、

補助金がありますので、国と県両方出している補助金なのですけれども、何とか

それを活用して、それでも自己負担がどうしても業者のほうに出ますので、そこ

を説得するところになかなか時間がかかるところなのですけれども、その辺の説

得、お願いをしながら、不通話地域を少しでも少なくする形で今動いているとこ

ろです。 

 それから、奧会津地域につきましては、これも９ページの④にございますが、

県としましては、新編「歳時記の郷・奥会津」活性化事業という形で、観光事業

とかいろいろ取り組んでおります。若者に少しでも来てもらえるような形でロッ

クフェスティバルをやるとか、そういったものをやっておりますが、それ以外に

も中村委員からお話がありましたのは放射線量が比較的県内でも少ないところ

だということがございますので、少し保養してもらうような事業ということで、

これは教育庁のほうの事業になりますけれども、「ふくしまっ子体験活動応援事

業」というのをやっております。非常に好評でして、多くの子どもさん方がいら

しています。これは今年度も引き続き取り組んでいきたいと思っております。 
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 ありがとうございます。 

 そろそろこのあたりでよろしいでしょうか。それでは先に進めさせていただき

まして、３本の柱の一つ目ということになりますが、「活力」、これも６つの施策

から成りますが、事務局のほうから説明をお願いしたします。 

 それでは 13 ページ・14 ページになります。「活力」について、その枠の第１

番目、「農林水産業」であります。 

 農林水産業の 30年後の将来像としましては、意欲ある農林水産業者が活躍し、

国内外の食料需要や資源需要を支える一大供給基地となり、魅力ある農林水産業

が営まれているということを将来像としております。 

 施策としましては、米の全袋検査など、放射性物質のきめ細かな検査によりま

す安全・安心な農林水産物の提供、地域産業６次化、福島県の顔となる県産農林

水産物のブランド化によります県産農林水産物のブランド化・高付加価値化、大

規模園芸施設の導入、畜産経営の規模拡大、津波で被災した農地、農業用施設な

どの整備によります農業の再生、森林の再生、特養林産物の産地化、商品化によ

ります林業・木材産業の再生、漁船復旧、モニタリング試験操業などによります

水産業の再生を進めているところでございます。 

 14 ページ、指標になりますが、認定農業者数、森林整備面積、沿岸漁業生産

量、どの指標も大変厳しい状況となっているところでございます。 

 以上を踏まえまして、県といたしましては、課題としまして、農林水産物の安

全性の確保の徹底と風評の払拭、これがまず大事であると。それと、先ほどもお

話が出ておりましたが、沿岸漁業の操業再開に向けて汚染水の抜本対策を求めて

いく必要があるということを考えているところでございます。 

 続きまして、15 ページ・16 ページ「商工業・サービス業」でございます。こ

ちらは、多彩な産業が集積するとともに、県内企業の競争力が高まり、県内に、

人、モノ、資金が集まっているということを将来像と考えております。 

 代表的なものとしましては、企業誘致と生産拡大への補助などによります産業

の集積、医療関連産業など、本県の推進力となる産業の集積、新技術・新製品の

開発、制度資の支援などによります県内企業の経営基盤・競争力・収益力の強化、

ネット販売や商談会を通じた販路拡大、企業後のフォローアップなどにより起業

の支援などに取り組んでいるところでございます。 

 指標といたしましては、16 ページですが、工場立地件数、医療機器生産額と

もに伸びておりまして、県支援によります商談会成立件数は、25 年度の目標値

を既に超えるなど順調に推移しているところでございます。 

 以上を踏まえまして県としましては、課題としまして、原子力災害によるマイ

ナスイメージの払拭、企業ニーズを的確にとらえた学・官からの技術移転の取組

の強化などが必要であると考えているところでございます。 

 続きまして 17・18 ページ、３番「再生可能エネルギー」です。こちらは、将

来像としまして、本県が拠点となり研究と実用化が進展し、関連産業が集積され、

県内需要を満たす再生可能エネルギーが生み出されているということを将来像

としております。 
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 取組としましては、公共施設・住宅における再生可能エネルギーシステムの導

入支援によります再生可能エネルギーの導入拡大、再生可能エネルギー関連産業

等のネットワーク強化などによります再生可能エネルギーの研究拠点・関連産業

の集積・育成、テクノアカデミーでの講座やモデル校での学習プログラムの実践

によります再生可能エネルギーに関する人材育成や啓発、こういうことに取り組

んでいるところでございます。 

 これらの指標としましては、再生可能エネルギーの導入量、再生可能エネルギ

ー関連の工場立地件数、産学官の共同研究施設件数、それぞれ現況値につきまし

ては、計画策定時と同程度ということでございますが、これまでやってきている

取組が浸透するということで、工場立地件数を含めてそれぞれが増加すると見込

まれているところでございます。 

 以上を踏まえまして、県としましては、再生可能エネルギーシステムへの理解

拡大、需用喚起の取組の強化、産業集積に結びつけるための産学官ネットワーク

形成などの一体的な取組、これらが必要であると考えているところでございま

す。 

 続きまして 19・20ページ、「雇用・産業人材の育成」ですが、こちらは、人材

が多数育成されるとともに、労働環境の改善が進み、ライフスタイルに合わせた

働き方が浸透しているということを将来像としております。 

 取組としましては、実践的な技術を持つ人材、経営面の能力を身につけた人材、

こういった方々の育成によって産業人材の育成を図っていくということ、仕事と

生活の調和のとれた働きやすい環境づくりに向けました労働環境の改善、産業施

策と一体となった雇用の創出や、合同企業面接会などによります新規高卒者・大

卒者の就職活動支援など、雇用機会の創出・確保に取り組んでいるところでござ

います。 

 指標のほうといたしましては、正社員の有効求人倍率、新規高卒者の県内就職

率、こちらは、復興関連の求人増加で順調と評価はされるものの、引き続き雇用

環境は厳しい状況にあるというところでございます。 

 以上を踏まえまして、課題としましては、将来成長が見込まれる分野の産業人

材の育成、多様化している生徒の就職希望の実現に向けた体制の整備、若年者の

雇用促進と職場の定着、こちらが必要であると考えているところでございます。 

 続きまして、21・22 ページ「観光・交流」です。こちらは、本県に国内外か

ら多数の観光客が訪れて、国境を越えた人と人のネットワークが拡がっていると

いうことを将来像としております。 

 取組としましては、大河ドラマを契機とした観光客の拡大や、福島ならではの

教育旅行によります国内観光の活性化、外国人観光客の誘致に向けた海外への情

報発信や受入体制の整備によります国際観光の推進、本県に愛着を持つ方たちと

のつながりを大切にした定住・二地域居住などによる国内交流、復興する福島の

姿を各国の参加者に見て理解していただくための国際会議開催によります国際

交流、こういったことに取り組んでいるところでございます。 

 この指標といたしましては、観光客入込数、県内の外国人宿泊者数につきまし
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て、23 年度からの増加傾向ではありますが、25 年度の目標値としているものま

での間の距離というのはまだある状況にあります。ただ、そういった中でもふく

しまファンクラブ会員数、こちらこの表の中では 24 年度現況値 8,836 というこ

とでありますが、25年の７月 30日現在、目標を超えて１万 1,864人と目標を達

成している状況でございます。 

 以上を踏まえまして問題点としまして、大河ドラマの誘客効果の県内波及、放

映終了後も切れ目ない観光復興の取組、それと、風評払拭に向けた正確な情報、

福島空港の国際定期路線再開への取組などが引き続き必要であると考えている

ところでございます。 

 続きまして 23・24 ページ、「活力」の最後になりますが、「交通基盤・物流基

盤」についてであります。 

 こちらの将来像は、東西と南北で物流網・情報網が強化され、福島空港、相馬

港、小名浜港を拠点とした人やモノの流れが盛んとなっているというのが将来像

として考えているものでございます。 

 取組としましては、東北中央自動車道・会津縦貫道の整備によります高速交通

ネットワークの整備と活用、隣接する生活圏を相互に連絡する道路整備によりま

す骨格となる道路網の整備と活用、ポートセールス活動・福島空港の利用促進に

よります福島空港・小名浜港・相馬港の整備と活用、高速・大容量のデータ通信

環境整備や市町村の情報システムの共有化などによります情報通信基盤の整備

と活用、ＪＲ常磐線・只見線の復旧・基盤強化によります鉄道の復旧と基盤強化

などに取り組んでいるところでございます。 

 こちらの指標としましては、七つの生活圏の中心都市間の平均所要時間、大型

トレーラーが通行できる指定道路整備延長、こちらにつきましては、資料上は現

状維持ながら 25 年度目標値をクリアするということを維持しているものでござ

います。 

 福島空港の利用者数につきましては、国際線の運休の影響が大きく、こちらに

ついての改善が必要となっているところでございます。 

 以上を踏まえまして、県としましては、国と県との役割分担による事業の推進、

情報活用のための能力向上によります格差の是正を図る必要があると考えてい

るところでございます。 

 「活力」についての説明は以上です。 

 ありがとうございました。 

 もう少し時間がありますので、時間になれば切るかもしれませんけれども、進

めたいと思います。 

 進め方ですけれども、最初にこの「活力」に関して６つ、どうしてもここだけ

は確認しておきたいことがあれば最初に出していただいて、そのあと委員から意

見をいただいて、最後に県のほうからコメントをいただくということで進めさせ

ていただきます。 

 まず、今説明していただいたところ、何かこれだけはどうしても確認したいと

いうことがあればまず出していただきますが、いかがですか。大丈夫でしょうか。 
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 それでは前半の３つの施策、「農林水産業」から「再生可能エネルギー」まで、

「商工業・サービス業」を挟みますが、この３つにつきましてご意見があればよ

ろしくお願いいたします。 

 前回言ったかと思うのですけれども、オリンピックのことが決まっていろいろ

アイディアをいただいてきまして、やはり福島のお酒を国際的にアピールすべき

ではないかというような意見をいただいてきまして、イタリアンとフレンチとか

け合わせて外国人観光客にアピールしたらどうかとか、会津木綿とか会津塗りを

一緒にセットにして日本酒をアピールしたらどうかとか、具体的な、例えば東京

駅にどうのこうのとか、いろいろ具体的にアイディアをいただいてきまして、や

はりおみやげ、先ほど国際交流の話がありましたけれども、おもてなしという意

味ではやはりおみやげ品というのをご用意して差し上げるのもおもてなしの一

つだと思いますので、７年後に向けてそういうアイディアを出して、あるいは開

発してというような方に補助金を出すなり、そういう支援策を出すなりしていっ

て、やはり福島県としては、福島県が日本一のものは合唱とフラダンスと日本酒

だそうです、周りによると。なので、ぜひともその辺のところをアピールして、

ここにそれがないのが気になり、あと発酵食品としてもいろいろ福島県としては

おみやげ品を開発できるのではないか。例えば牛肉あるいは鶏肉と発酵食品との

コラボとかそういうものを考えられるのではないかとか、いろいろそれにまつわ

るアイディアが出ておりますので、その辺のところを支援してあげることも必要

だと思いますので、どこか１行ぐらい入らないのかなと思いました。 

 ありがとうございます。これは今井委員がお仲間にいろいろお話をされての意

見なのですか。 

 この場で言っていいのかわからないのですが、私はお酒が全然だめなので全然

わからないのですけれども、最近、こういうようなご意見、そういう会があって、

その中で意見交換をしてらっしゃるんですね。その中でいろいろなアイディアが

出されていて、それをちょっと印刷して持ってきたのですけれども、かなり具体

的にいろいろみなさんお考えなので、すごくヒントがいっぱいあって、なのでお

みやげ品としてぜひ何か、お酒とかいうことではなくて、お酒を改良するとかお

酒と県の何か、先ほど言ったような会津木綿とか会津塗りとかのコラボとか、あ

るいはフレンチ・イタリアンと日本酒のレストランとか食事のメニューを提供す

るとか、いろいろなやり方があるみたいなのです。なので、その辺のところをも

うちょっと福島県としては支援をしていったほうが７年後に向けてぜひお願い

したいなと思いました。 

 ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。 

 私も今井委員のご意見に非常に賛同するところが多くございまして、例えば、

風評の払拭といいますと、今の時点でいうとどうしてもセシウムが何ベクレル入

っているかということを皆さん非常に気にされていると思います。セシウムに対

しての風評払拭というところよりも、今まで福島県の農産物というのがなぜおい

しかったのかとか、どういった方がつくってこられたのかというストーリーをお
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伝えするということも非常に大事になってくると思います。 

 例えば、二本松市の東和町では有機農業が昔から盛んでして、先生もご存じか

と思うのですが、有機農業をなぜやっているかということをお伝えするというの

も非常に重要になってくるかと思います。セシウムだけではなくて、食品中に含

まれているものというのは、農薬だとか除草剤だとか、その先にいけば添加物で

あるとか、そういったリスクも含めて放射性セシウムだけを見ているのかという

と、そこは食品を選ぶ力にかかわってくるわけでして、そうしたところもトータ

ルで考えられているかどうかといえば、私は一人の母親として疑問に思うところ

もあります。なので、県として例えばそういったこともすべて含めて安全な農産

物を提供していきますということで、東和町のように有機農業をやっているよう

なところを拡大していくという考え方も一つありかなと思っております。 

 あとは、東京オリンピックに向けての話が中心になってしまうのですが、これ

もまた同じでして、世界では今、福島イコール放射能ということになっている、

福島イコール原発ということになっている、この事実は否めないと思います。で

すが、今まであった伝統工芸品であるとか、それから、ものづくりをしてきた人

たちというのが福島にはあって、ただ一つ足りないのは、福島と聞かれて何が有

名なのといわれたときに、これですと言えるものがどうしてもなかったというこ

とが一つあると思いますので、福島ならばこれというものを７年後が世界に発信

する機会になってくると思います。例えば、再生可能エネルギーのことであれば、

一つモデル地域というものを選出しまして、東京に足を運んだ方に関して再生可

能エネルギーで成り立っている福島県を７年後に見ていただくという目標値を

立てるだとか、観光と産業というところを一つ何か、これならば福島県と言える

ものというものをつくっていかなくてはいけないなというふうに感じておりま

す。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 

 もうお一方、いかがでしょうか。休憩後にまたこの続きをやりますけれども。 

 18 ページなのですが、再生可能エネルギーというと、県の職員の方はご存じ

かもしれないのですけれども、一般的に太陽光と風力発電ぐらいしか思い浮かば

ないので、再生可能エネルギーというのはまだまだいっぱいあるので、こういう

ものを、地熱発電とか洋上風力とか、まだそのほかいっぱいあるみたいなので、

もう少し書いていただいて、もし具体的にそういうものを何か取組をされている

のでしたら、その辺の記述をしていただけると、福島らしい何かあれば、地熱発

電とかというのは結構福島県が取り組みやすいものだと素人考えで思うのです

が、もうちょっと再生可能エネルギーというものの中にもうちょっと括弧をして

でも、こういうもの、こういうものと入れていただけると、より具体的に伝えら

れるのかなと思います。 

 ありがとうございます。 

 総合計画のほうだと、108ページに個別の再生可能エネルギーごとの指標とい

うかデータが出ているのですが、スペースの問題なのかなと思うのですけれど
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も、太陽光・風力発電以外にさまざまなものがあるということがわかりやすい形

で伝わるように工夫できればしていただきたいという要望かと思います。 

 それでは、午前中、２時間めいっぱいやりましたので、そこで少しクールダウ

ンということで、１時まで休みをいただいて、もう一回、午後は、今話が出てい

ます「活力」、前半の３つの施策からもう一度再開したいと思います。 

 

（休憩） 

---------------------------------------------------------------------- 

（再開） 

 

 おそろいでしょうか。それでは午後の審議に移りたいと思います。途中で 10

分ほどの休憩を入れながらということで進めていきます。 

 午前中は、「活力」の 13 ページから 18 ページにかけてご意見を出していただ

きましたけれども、もう一度ここの部分からスタートしたいと思いますので、ご

意見がありましたらよろしくお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。17 ページのところでいうと、午前中のときに思ったこ

とがあったのですけれども、再生可能エネルギーについては、やはりこれは全国

的に震災の前から多分いろいろな形で進められていたかと思います。世界全部を

見ても、ずっと石油がこのまま続くという保証はございませんので。 

 福島県に関しては、やはり原発事故のあとに、現在は原発が日本中全部止まっ

ていても、どうにか電気が間に合っている。ただ、火力に頼っているところがあ

って電気代がすごく上がっていくという方向になっていると思うので、この再生

可能エネルギーを、福島県だからこそというような、さすが福島県だねとか、ほ

かの地域から比べてもしっかりやっていく必要がすごくあると思います。 

 ここに書いてあるの見ていると、おそらく他の県でもやっているであろうと

か、多分同じような取組をしているかなという気がするのですが、実は、再生可

能エネルギーは震災の前のときの取組のときにちょっと私はかかわったことが

あるのですが、水力とかいろいろなことについてだと、実は栃木県が進んでいた

りとかということも実際あるのだというのを思っていましたので、ここにある以

上のものを加えていかないと、全国的に見た上でほかでやっているところの太陽

光だったりとか風力だというのを取り入れていくということになってしまわな

いかなという思いがありますので、ぜひとも加速させるためのことですとか、国

に対して太陽光に関しても風力に関しても、ほかとはまた違うような形で予算付

けをしていただくとか、そういうことを考えていったらいいのではないかという

ふうに思いました。 

 ほかの県との違いを出していくということですけれども、何かもう少し具体的

にアイディアなどはありますか。 

 やはり公共施設で全部、可能であれば太陽光でそのところを賄っているとか、

今、実はちょっと民間でやっている施設の中の電気を、その中で使うパソコンだ

ったりとか照明については自分のところで太陽光発電をやって賄おうというの
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を民間で考えているのですが、やはりそこは原発事故を冷静に見つめていこうと

いうような施設なので、東北電力が電気を買わないみたいな、そんなこともあり

ます。なので、公共施設などを、まずは全部それで賄っているんだみたいな、多

分ほかでやっているところはいくつかあるかとは思うのですが、福島県はほとん

ど県の施設はそこで賄っていますよみたいな、何かそんな、具体的にはそんな感

じですかね。 

 わかりました。ありがとうございます。 

 30年後の将来像にもう少し福島県として、例えばですけれども、100％再生可

能エネルギーで賄える何とか、そのくらい目標を立てたらいかがなのでしょう。

難しいですかね。 

 ちょっと本を読んだばかりで記憶が定かではないのですけれども、ドイツがす

ごく進んでいるとか、市町村でここは起伏が激しいからこういうような再生可能

エネルギーを使って、ちっちゃい町とか村なのですけれども、五十いくつぐらい

100％再生可能エネルギーでやっているところがあると、この間びっくりしたの

です。なので、そういうところを小まめに使ってやっていくことも考えられるの

で、その土地土地によってどういう再生可能エネルギーを使えるかというのがわ

からないのですけれども、それを組み合わせた形で福島県としてはやっぱり

100％再生可能エネルギーで 30 年後はやっていくのだというぐらいのことを目

標に掲げてもいいのではないかと思います。 

 実際、福島県もそういう目標を立てているはずだと思いますが。 

 この文章が弱いかなと。 

 それがこれだとわからないということですね。指標は実際、個別のあれもあり

ますけれども、導入量で示されているので、導入割合のところはここには出てこ

ないです。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 今、再生可能エネルギーのお話が出ましたので、具体的にではどういったこと

をしていったらいいかということの一つのアイディアなのですが、例えば、バブ

ル期に発展した温泉街なんかがたくさんあります。今どうなっているかという

と、原発事故のことも受けてかなり観光客が減少しているという事実があります

ので、こういったところを一つモデル地域に考えて、例えば飯坂温泉みたいなと

ころであるとか、土湯温泉みたいなところであるとかをモデル事業として一つと

らえて、地熱発電ですべて回っている町ということで観光の目玉にするであると

か、ほかのエリアにもそうやってさびれていった温泉街というのがたくさんある

と思いますから、福島県外からたくさん見に来てもらえるような町を一つモデル

としてつくっていくということもあるかなと思っています。 

 ありがとうございます。 

 ほかの皆さんはいかがでしょうか。――それではいったんここで切りまして、

今まで出た意見に対して、特に県のほうで、すべてではなくて結構ですので、既

に取り組んでいるとか、あるいはこういうことを考えてるとかという補足なりコ

メントなりがありましたら手を挙げていただきたいと思います。お願いします。 
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 エネルギー課の主任主査をやっております齊藤と申します。よろしくお願いい

たします。 

 お昼休みを挟んで再生可能エネルギーの質問をいくつかいただいておりまし

たので、かいつまんで考え方なり今の状況のご説明をしたいと思います。 

 午前中に、記載の関係で、再生可能エネルギーといってもいろいろな種類があ

るのでというところについてはご指摘のとおりでございまして、どうしてもフィ

ードタイムが短い太陽光を中心に書いてあるのですが、その辺は、太陽光、風力、

小水力、地熱、バイオマス、熱利用とかたくさんあるので、その部分の委員ご指

摘の趣旨を踏まえて、記載内容については工夫の余地があるのかなということで

検討してまいりたいと思います。 

 あと、今井委員ですか、再生可能エネルギーのモデル地区で、今ほどもありま

したが、失礼しました、中村委員ですね。モデル地区のご意見等がありました。

午前中も全国の皆さんが注目してくれるようなというようなところがあったと

思いますが、どうしても再生可能エネルギーについては、まず数値的な目標には、

今ほども目標のお話がありましたが、2040年に 100％の再生可能エネルギーの導

入を目指すということでやっています。これは、再生可能エネルギーですべて賄

うというよりは、県内で必要なエネルギーのボリューム相当を再生可能エネルギ

ーで生み出すということでございます。まず、その数値的な導入目標というのは、

もちろん達成に向けて邁進するのはもちろんなのですが、どうしても復興に向け

た取組というのが重要でして、復興に寄与する観点でどういう取組ができるかと

いうことを我々は気にしながら施策展開をしております。 

 具体的には、県民の皆様が再生可能エネルギーを見てくれて体験できるよう

な、そういった施設が、ただメガソーラーがバンバンできるだけではなくて、そ

ういった見て学べるような施設が併設できたり、そういった取組でもって再生可

能エネルギーへの理解が深まって、再生可能エネルギーとはこういうものだ、こ

れだけ役に立っているのだというようなことが全体の推進力を高めるというか、

そういったふうに考えています。 

 施策としましては、実は今年から国の予算を活用しまして、今年度５億円の予

算を活用しているのですけれども、太陽光なり再エネ施設を設置した場合に、見

学施設とか展示パネルとか、そういった県民の皆様の理解が深まる施設について

は、より高い補助金を使ってもらおうというようなことでインセンティブを与え

て、ただ、再エネが普及するだけではなくて、県民の皆さんが使えるようなとい

うか、見ていただけるような再生可能エネルギー施設導入の推進に取り組んでお

ります。 

 既存の施設もたくさんありますし、そういった県民の皆さんが体験できるよう

な、見られるような施設がどんどん増えれば、福島県全域が、我々は再生可能エ

ネルギーの先駆けの地といって進めておりますが、福島県に来ればいろいろな種

類の再生可能エネルギーに、見て、触れて、体験できるのだと。それが関与して

観光にもつながってというような展開を望んでおりまして、そういった具体的な

導入、補助金の取り入れ、あとは、来年度もその拡充を今、国のほうに予算要求
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しておりまして、そういった展開を図っているところでございます。 

 あとモデル地区という意味では、スマートコミュニティという取組が、例えば

会津若松市でやっていますが、それ以外の市町村でもスマートコミュニティ、い

わゆる再生可能エネルギーによるまちづくりみたいなものですけれども、そうい

った取組を行っているので、県としてもいろいろなアドバイスとか、その実現へ

向けた支援を行っているというところでございます。 

 先ほど出ました全国的な取組、樋口委員からだったと思いますが、どうも似た

ような施策ではなかなか先駆けの地にならないということだと思いますが、実態

のご説明を簡単なところでいうと、住宅太陽光をご紹介しますと、おととしの平

成 23年に年３千件だったものが、24年の１年間で６千件、倍ぐらいに増えてい

ます。これは、復興基金等を活用させてもらって、例えば補助単価は実は日本で

一～二番目なのです。キロワット当たり５万円です。予算規模も７億円、９億円

ということでやっておりますので、そういった意味では、施策の効果が３千件か

ら６千件ということで着実に上がっているというところでございます。今年につ

いては、全国、都道府県でいえば１位の補助になっていますので、そういった施

策を、よりもっと有効的に使っていきたいということでございます。 

 あとは小水力とか、ご指摘のとおり他県さんでも進んでいるところは正直あり

ます。でも、我々のほうも、例えば一番わかりやすいのは洋上風力発電というの

は、浮体式で始めるのは日本で初めてですし、世界で一番の大きさの浮体式の洋

上風力が来年度浮かぶというようなことも考えております。 

 もう一つは、実は先週発表したのですが、「福島空港メガソーラー事業」とい

うのを考えています。これは空港の遊休地を活用して、1.2メガワット、約３千

世帯分ぐらいの年間の消費電力量を目指す発電所をつくります。これは、県がた

だ単に土地を貸して使用料収入を得るだけではなくて、そこで得た知識とか経験

とか、いろいろ含めて、なるべく地域主導の、地域の皆さんが再エネ事業に参加

するというようなものに生かしていきたいというような理念というか考え方を

含んでいます。ですから、単なる場所貸しではなくて、県自らが出資する会社を

あえてつくって、その中で経験と知識を蓄えます。その上で地域の方々が、発電

事業というのはなかなか皆さんわからない部分もあるので、取り組みやすいよう

な環境なり情報を提供していくということで、県外の大手資本が再エネに参入す

るというのも、目標値を達成する上では必要なのですが、先ほど冒頭に申し上げ

たように復興に寄与しないと意味がないというところがありますので、なるべく

地域の工場の経営者の方とか地域の有志が集まってというような地域主導の、こ

れがキーワードなのですが、その再エネを推進するための仕組みづくりに今着実

に取り組んでいますので、空港ソーラーというと目立った事業なのですが、実は

そこにはそういう思想が隠されていまして、そういう思想を織り込んでやってい

ますので、そういった展開をもって、福島県に来ると、県民の皆さんが身近に再

エネを感じて、実際に事業化していると、そういう積み重ねが復興に貢献してい

るのだという姿が打ち出せればいいなということを考えています。 

 特徴というところでは直接的ではないかもしれませんが、一つ考え方としてそ
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ういったもので進めているということがありますので、ご理解いただきたいと思

います。以上でございます。 

 お願いします。 

 観光交流局、和田山でございます。今井委員並びに中村委員のほうからコメン

トのありました件についてお答えをしたいと思います。 

 まず日本酒でございますが、春の全国新酒発表会が毎年開催されております

が、その中で福島県の 26 の銘柄が金賞を受賞しております。これは都道府県の

金賞数でいいますと、第２位の兵庫県が 17、３位が新潟・秋田は同数で 15銘柄

ということで、断トツで１位ということになっています。県といたしましては、

この日本一の好機をとらえまして、機会をとらえてＰＲをさせていただいており

ます。近いところでは、福島駅の構内の展示ですとか福島空港の展示ということ

で、日本一の酒どころということでＰＲなどをさせていただいております。また、

広報紙等にも積極的に掲載をする。また、首都圏の八重洲観光交流館並びに東京

葛西のアンテナショップ「ふくしま市場」のほうでもＰＲをさせていただいてお

ります。さらには、外務省のセミナーのほうで工芸品と合わせた日本酒のＰＲな

り、タイ王国におきまして商談会を開催するなど、積極的にＰＲを展開している

ところでございます。 

 次に、工芸品のほうにつきましては、会津塗は伝統工芸品の中では横綱クラス

ということになるかと思いますが、こちらにつきましても、現在フランスのメゾ

ン・エ・オブジェという国際的なインテリアの展示会が来年１月に予定されてお

りまして、それに向けて会津塗を中心にさまざまな工芸品のブラッシュアップに

努めております。 

 共通いたしまして、食品並びに工芸品につきましては、売り先なり売り場から

スタートいたしまして、プロデューサーのアドバイスをいただきながら商品開発

なり商品力を向上する事業に本年度から取り組んでおります。こういった事業も

活用しながら、国内外に日本酒並びに工芸品のＰＲをしてまいりたいと思いま

す。 

 なお、委員のほうからお酒と工芸を組み合わせたということもございました

が、今年度の事業で首都圏の福島県を応援していただける施設と連携をいたしま

して、消費者の方々に福島県産品のよさをご理解をいただくフェアを複数回ご用

意しておりまして、その中で県内の漆器等のよさも併せてＰＲなどをしていくよ

うに検討してまいりたいと思います。 

 なお、いただいたアドバイス等につきましては、今後の事業の施策に活用でき

る部分をぜひ参考にさせていただきたいと思います。記載の 15ページの④の「地

域資源を生かした産業振興に関する取組等」というところで産品振興が触れられ

ているところでありますが、記載内容につきましては検討させていただきたいと

存じます。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 
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 農林水産部です。 

 中村委員のほうからお話、ご提案がありました風評払拭というときに、セシウ

ムの値だけではなくてストーリー性のあるお話をしていかなくてはならないの

ではないのか、トータルで考えていくべきものであろうというお話をいただいた

ところで、こちらの件と、あと有機農業、この二点についてお答えしたいと思い

ます。 

 まず、最初のストーリー性のある風評払拭のお話につきましては、先週も類似

のご提案を中村委員からいただいたところかと思います。まさしく委員のご指摘

のところだと思うところでありまして、消費者というところに目を向けまして、

消費者は単に農産物の放射性物質の値がわかったから、それが低いから買うとい

うものでもないと。消費者が知りたいのは放射性物質の値のほかに、健康にどう

いう影響があるのか、みんな食べているのかとか、あとは、誰がどのような思い

を込めてそれをつくり、誰の手でどういうふうに運ばれて店頭に並び、私の家庭

の食卓に並ぶのか、そういったところのストーリーというのがやはり大事で、そ

のストーリーに共感したときに安心というのが生まれてくるのだと思います。 

 それから、安全と安心が短い言葉でつながっていますが、そこにはいろいろ距

離があって、埋めなければならないストーリーがあると思っております。そうい

ったところ今、県のほうでもいろいろ部局間連携で情報発信戦略というものを立

てながら広報課中心に取り組んでおります。要は、消費者に向けての発信の仕方、

生産者に向けての発信の仕方、流通の方に向けての発信の仕方というのにそれぞ

れ違いがあると思います。そういった広報の受け手側の視点に立ったやり方をし

ていかないと風評払拭にはつながらないのではないかというところであります

ので、今、そういった視点でも、いろいろホームページでも出したりしていると

ころでありますが、まだまだやらなくてはならないと思っています。これは部局

連携でしっかりと取り組んでいきたいと思います。 

 あと、もう一点の有機農業の拡大でございますが、実は、平成 22 年までこう

いった有機農業に取り組む方々をエコファーマーというのですけれども、それは

全国で一番でした。福島県のエコファーマーは平成 22年まで全国１位であって、

その後、今は１位は福井県になり、我々は２位になっているところであります。

先ほど二本松の事例などもお話しいただきながら、有機農業に取り組む農家さん

のお話をいただいたところですけれども、こういった取組というのは引き続き福

島県のほうでやっていって、やはり、かつては全国１位でしたので、そういった

ところをしっかりとやっていって、できればこれは個人的には１位を奪還したい

なと思うところでありますけれども、そういったエコファーマーへの努力という

のも続けていきたいと思います。 

 以上でございます。 

 少し短めでいいですか。いろいろ全部にご回答いただきたいというところはあ

るのですけれども、時間の都合もありますので、すみません。 

 産業創出課でございます。 

 地場産品、県産品の技術的支援についてでございますけれども、県のハイテク
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プラザ、これは試験研究機関でございますけれども、県内４つの施設がございま

す。そこで福島の技術全体においては、県北は繊維産業が地場産品となっている

ところでございます。そういうところで繊維・材料科というところでセクション

を設けまして、品質改良と産業の育成・支援について努めているところでござい

ます。会津につきましても、醸造・食品科、あとは産業工芸科、先ほどお酒の話

と工芸関係が出ましたが、そこでそれぞれ業者さんの方と一緒になりまして、品

質改良または新しい商品の開発等に努めているところでございます。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 

 観光交流課でございます。 

 中村委員のほうからありました再生可能エネルギーの取組を見てもらう、観光

と産業を見せるというようなことだったと思いますけれども、前回もお話しいた

しましたが、本県、福島ならではの教育旅行のプログラムを開発するということ

で、地熱発電とか風力発電とかを入れたようなプログラム、また洋上風力発電と

かソーラーですか、太陽光発電とか、そういったものも開発しながら、具体的に

南相馬のアグリパークでは、もう既に今年の５月にオープンしていまして、そこ

で発電される電気からサラダ菜をつくるということも取り組まれているようで

すので、そうしたものを具体に入れ込んでプログラムを開発して、教育旅行の誘

致とか、それを一般の方にも見ていただけるようなプログラムの開発につなげて

いきたいというふうに考えてございます。 

 以上です。 

 よろしいでしょうか。 

 委員の方からもさらにあるかとは思うのですが、先に４、５、６に進ませてい

ただいて、どうしてもということであればまた戻るという形にしたいと思いま

す。 

 それでは、「雇用・産業人材の育成」、それから「観光・交流」、そして「交流

基盤・物流基盤」、この３つの記載にかかわってご意見があればよろしくお願い

します。 

 19ページの労働環境の改善ということで、「柔軟な就業形態の普及に関する取

組」でワーク・ライフ・バランスについてということが書いてあるのですが、実

は、うちのＮＰＯ法人は、福島県でパソコンを使って在宅就業をするという活動

をしていまして、育児とか介護とか遠隔地での仕事ということでとても有効だと

いうふうに思っています。 

 復興庁のほうはひとり親家庭に関して方針を立てているみたいなのですけれ

ども、とにかく首都圏から離れた地方、あと介護・育児でこれから女性の労働力

も活用しなければいけないという状況とか、災害のときにも在宅で仕事ができる

とか、さまざまなメリットがあるので、その辺のところをもし取組があるのであ

れば記述していただきたいし、もし、まだそういうことを検討されていないので

したら、福島県もぜひ検討していただければと思います。 

 ありがとうございます。 
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 技能検定合格者数というところなのですけれども、福島県は、先ほどから何度

も言っている復興が第一番目に来ております。一時期、政策で「コンクリートか

ら人へ」ということで、例えば土木に関しては１級施工管理技士とかいろいろ資

格を取る人が少なくなってきたかと思うのですけれども、今、そういう資格を持

っている方が、リタイアした方でも再度呼び寄せられて働いているという状況が

あるのですけれども、福島県においては、技術者の育成というのが若い人たちに

とっても、今後福島県で復興及び生活していく上で必要な、また目標になって、

生きていく上で必要になってくるものではないかと思いますので、資格取得に関

して積極的に入れるようなシステムをつくっていただきたいと私は思います。 

 ありがとうございます。 

 子育て世代の女性の労働環境に関してなのですけれども、子育て世代の女性の

ほとんどが望んでいることが、やはり自分の生活と仕事へのバランスというとこ

ろで皆さん悩まれていると思います。大体、小さい子どもさんがいるお母さん方

がどういうふうに考えていらっしゃるかというと、扶養内で働きたいということ

をほとんどの方が思っていらっしゃるんですね。では、実際仕事はどうかという

と、例えば震災後の緊急雇用に関していえばフルタイム就労のものがほとんど

で、母子避難者の生活を支えるものには少しほど遠い支援だったなというふうに

感じております。扶養内で働くということは、仕事と生活のバランスを両立させ

る、言ってみたら、これは非常に生活しやすい福島をつくっていくことの一つに

もなると思いますので、子育て世代の労働環境の新たな形、例えば子どもさんを

連れてきても働ける仕事を新たにつくっていくという考え方も一つ必要になっ

てくるのではないかなと思います。 

 うちの避難者施設は、子どもさんを連れてきても、保育士の資格を持ったお母

さんたちが扶養内で働く、いわばワークシェアをしながら皆さん生活のバランス

を考えながら働くということを実現しておりますので、ぜひこういった仕事、も

ちろん在宅ワークも含めた形での就労形態というのを考えていただければなと

思っております。 

 ありがとうございます。 

 できるだけ満遍なくという意見ももらっていますので、既に観光のところはい

くつか出ていると思うのですが、「観光・交流」「交流基盤・物流基盤」に関して

もご意見をいただければと思います。 

 物流基盤の整備で一番下だったと思いますが、「鉄道の復旧と基盤強化」と書

かれていまして、一番最後に「只見線の復旧と利用の促進のため」と書かれてい

るのですけれども、意味は通じるのですけれども、只見線は復旧が今は大きな課

題ですよね。たしか新聞報道で 87 億円かかるとかという報道を聞いたのですけ

れども、当然、代替えバスとかはあるのかもしれませんけれども、やっぱり只見

沿線の町村にとっては極めて大きな課題だと思いますので、できればこれは復旧

一本に絞って、というわけにはいかないでしょうか。一部は運行しているから利

用の促進と言っているのですか。かなり長い期間でしたよね、運行していないの

は。 
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 ご意見としては、利用の促進よりは復旧と。 

 今の実態を見ますと、大きな課題というのは、当面、間もなく県が本気になっ

て復旧するということになればするんだとは思うのですけれども、今のこの文章

の表現だと、困っている方は利用促進といわれてもピンと来ないのではないか

と。うちのほうは、原発でよその方が東京オリンピックと言ったと同じように、

えっと思うのではないかと思ったものですから、これを一般にお出しになるとす

れば、只見町沿線の方とか、常磐線の方というのは、やっぱり復旧が大きな課題

ですから、ぜひ、これが重要だと思ったものですから。 

 わかりました。これは、ちょっとまたあとで県の方に回答していただくという

ことで。 

 ほかはいかがでしょうか。では、まず只見線の件でお答えいただいてもいいで

すか。お願いします。 

 生活環境部でございます。委員がご指摘のとおり、まず第一は復旧でございま

す。ただ、ここの線、ご案内のとおり非常に経営的に厳しい路線でございまして、

復旧するにあたりましても、利用というところが見込めないとなかなかＪＲのほ

うも踏み切れないという状況がございます。でありますので、復旧を第一に、そ

れから利用促進のほうを盛り上げるという意味で記載しているところでありま

す。ただ、書き方については少し工夫をしまして、復旧が第一だというところを

もう少し強く出していきたいというふうに思います。ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。よろしいですか。 

 24ページの黄色い枠の中なのですが、⑤がちょっとわかりにくいのかなと。「県

民の情報リテラシー（管理・活用能力）向上」って、ちょっといまいちよくわら

ないのですけれども、どういうことを意図されているかというのをもうちょっと

わかりやすく書いていただけるといいかなと思いました。 

 では、これもあとでお答えいただきます。 

 それでは、戻っていただいても結構ですので、活力全般にわたって補足なりご

意見等あればお願いします。 

 雇用関係なのですけれども、私もかなり田舎に住んでいるものですから、一つ

の集落で 10 軒しかないのですけれども、最近、高校生２人、女性なのですけれ

ども、就職状況を聞きましたら、今、地元の求人が大変増えている、福島県内の

求人が増えていると。で、どうするのだと聞きましたら、１人はアメリカ、１人

は東京に行ってしまうのです。うちの集落では、２人の若い彼女たちが最後の若

手なのです。 

 そうしますと、やっぱり私の地区だけではなくて近隣の地域の事情を見ます

と、やはり地元で働く、例えば生まれたうちの近くに住むという人たちが少なく

なってきていることが今の大きな問題だと思いますので、具体的な政策として、

来年度の重点施策とかをもしお考えになるのであれば、やはり地元に働いて、そ

の地域で生活しながら地域を支えていく若い高校生とかそういう方々には、やっ

ぱりきちんと福島県さんで支援をするというのが一番いいのではないかと私は

思うのですけれども。だって、それがないと福島県の人口減少には歯止めがかか
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らないような気がするのです。ですから、求人がいくらあっても、私も若いとき

に東京へ行きたいと思いました。だから、そういうこともあるので、やはり今、

地元で働く方々にはやっぱり何かインセンティブを与えてもいいのではないか

なと思ったのですが、その辺、ご検討いただければと思います。 

 ありがとうございます。 

 重い話になって、ふっと私も思い出したのですけれども、今の話に関連してな

のですけれども、うちの研修会に来ていらっしゃる方のお母さんでどきっとした

ことが、今、高校生なんだけれども、要するに、今の福島にいても未来が見えな

いから、高校を卒業したら出ていけと言っているんだとか、あと、女性の方で、

福島出身だというと結婚がどうのこうので出ていきたいといっている若い人と

か、今の関連の話でちょっと暗い話、重い話を思い出してしまったんですね。な

ので、やっぱり、今、委員が発言なされたような、今現在いる若者をとどまらせ

るという、そういうのをやっぱり、私もいい案が浮かばないのですけれども、何

かいい手を打っていかないと、県外避難者の方に戻っていただくというのも大事

だし、いろいろなことがあるのですけれども、外から若者を呼び込むということ

を私は考えていたのですけれども、そういうことばかりやっていても、今いる人

を、今いる若者を育てていかないことには、出ていってしまったら担い手がいな

くなってしまうなとすごくどきっとしたんです。いい案は浮かばないのですが。 

 どうでしょう。委員の間で何かそのあたり。 

 いい案という話ではないですけれども、逆にいうと、もう一方で、やっぱり地

元で働きたい、就職をしたいと希望している若い人たちもいるにはいるのですけ

れども、では、どこでどんな仕事でといったときに、必ずしもそこは実現できて

いないというところがあって、いろいろな雇用の場が確保されるといったとき

に、何でもいいから確保されればいいということでは多分ないのだと思うので

す。やっぱり自分自身がこういうことに取り組んでやっていきたいというところ

のマッチングができないと、結局、自分が地元で就職をしたい、働きたい、だけ

れども、その選択肢がとれなくて別のところに行っているというところも実際に

はあるので、その辺、意見ではないのですけれども、特に過疎地域になればなる

ほど、就職をしたい、ここで家族と一緒に暮らしながら働ければなという思いを

持ちながら、ただ結局は行政の臨時的な雇用というところにうまく乗っかれれば

残れるよというぐらいしか働く場がないという現実もあるので、どこの地域で暮

らしていても、働く環境を整備していくというスタンスも一方では必要になって

くるのかと思いますので、そうなってくると、企業誘致というような一本やり雇

用確保の仕方ではない方策も必要になってくるのかなというところは思うとこ

ろです。 

 すみません。ほかのことも併せてでいいですか。 

 どうぞ。 

 表現で気になったところで、20ページの黄色で囲まれた枠の①なのですが、「将

来成長の見込みがある分野」というふうに書かれてしまうと、見込みのないとこ

ろは人材の育成はしないのかと読み方をされてしまう可能性もないわけではな
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いかなと思って、将来の成長の見込みがあるないではなくて、こういうことが必

要な人材として育てていかなければいけないという側面があるのだと思います。

ですから、ここはちょっと表現をこうしてしまうと要らぬ誤解も出てくるのかな

というふうに思いました。 

 あとは、一般的な話として、③番のところですが、「生徒」という呼び方をす

ると高校生の話、中学生の話ということでとらえますけれども、それでいいのか

なと。隣を見ていくと、高校生・大学生というふうな形で書かれているところも

ありますので、どういう意図で書かれたのかというのがわからなかったのですけ

れども、生徒と書かれていたので気になったところです。 

 それと、21ページの 30年後の将来像の最初のところに出てきます「本県の観

光資源の知名度が上昇し」というふうにあるのですけれども、この中で言ってい

る観光資源というのは、こちらが何か想定をしているようなものというのがある

のでしょうか。人々が何に関心を持つかどんなところに引かれて来るかといった

ときに、必ずしもこちらがイメージする観光資源ではないところが、それこそ先

ほどざっくばらんにお昼のところで出ていたのですけれども、いろいろな生活の

仕方とか生活スタイルというようなことなどが人々の関心どころになってくる

ということもあるのではないかという話が出ていました。そういったときに「観

光資源の知名度」という言い方をすると、例えば代表的なところで磐梯山があっ

て、ここの名前が知れ渡るということをイメージしてここでは文章をつくられて

いるのかなというふうに思うのですけれども、そればかりではないし、いろいろ

な可能性がある中で、観光資源の知名度を上げるといったときに、かえってこち

らからいろいろな可能性を狭めてしまうところも出てくるのではないのかなと

いうふうに見えるところもありましたので、必ずしも観光資源の知名度うんぬん

かんぬんということを目指して 30 年後に向かっていくのかというところとし

て、これを見直すことも必要かなというふうに思いました。 

 ありがとうございます。 

 非常に厳しいことをこの場で言うのは忍びないのですが、避難しているお母さ

んたちは何を子どもたちに関して考えているかということがあるのですが、戻っ

てくることで今の福島の問題を自分の子どもに背負わせなくてはいけない現実

というのが大きく一つあります。放射能という問題に真っすぐ立ち向かっていか

なくてはいけない。もちろんどの親も子どもがかわいいですから、子どもを何事

もなく育てたいというふうに当然考えていますけれども、それ以外に、いわゆる

将来起こりうるかもしれない差別であるとか健康被害に関する懸念というのが

大きくありまして、それで戻るか戻らないかをすごく悩まれているというような

お話を聞きます。 

 これは県外に出ている方だけではなくて、県内にいるお母さんたちも同じよう

に感じていらっしゃって、このまま子どもたちに福島の重さを背負わせてもいい

のだろうかというところですごく悩まれています。では、このまま人口が流出す

るのを指をくわえて大人が見ていなければならないのかというと、そういうこと

ではなくて、先ほどお昼休みに出たのは暮らしを産業化するということです。 
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 １つ事例を挙げますと、福島市にあんざい果樹園という果樹園がありまして、

そこのログハウスに支援者の方、ハーバード大学の方なんかもいらっしゃってい

たりしましたけれども、支援者の方が東京からいらっしゃる機会がいくつかあり

まして、私もご一緒させていただきました。 

 その中で、関東に住んでいらっしゃる方、もちろん都会のビルで毎日働いてい

らっしゃる方が、福島を助けようと思ってそこにいらっしゃってくださるので

す。テレビのないログハウスで、みんなで福島産のおいしいお酒を飲みながら何

を考えるかというと、次の日、明けてみて、その果樹園の豊かな様子を見たとき

に、東京にいた自分は果たして豊かだったのだろうかと、そういう課題を抱えて

皆さん福島のファンになって帰っていかれる。こういうものが実は福島にとって

一番大事な観光資源であり、我々が一番大事にしてきたものなのではないかとい

うふうに強く強く感じています。 

 これを知らない子どもたちは、もしかしたら途中東京に出ていってしまうけれ

ども、戻ろうというふうに思わないかもしれない。でも、豊かな福島を知ってい

る、そういう子どもたちは戻るということを決断するかもしれないということを

踏まえながら、我々が知っている福島の中のスタンダード、普通のものというの

をどうやって大切にしていくかという視点も一つ必要になってくると思います。

これは、子育てしやすい環境にもつながりますし、地域で何かをつくっていく、

人を大事にしていくというところにもつながっていくと思います。一つご検討い

ただければと思います。 

 ありがとうございました。 

 それでは、一度ここで切らせていただいて、雇用の問題、情報の問題、あるい

は観光の問題、いろいろ出ましたので、県のほうで短めにできればお願いしたい

のですけれども、ご発言をお願いします。 

 雇用労政課の佐藤と申します。雇用に関しましていくつかご指摘がございまし

たのでお答えいたします。 

 まず、ワーク・ライフ・バランスの関係でございますけれども、現在、県では

子育てと仕事の両立など、仕事と生活の調和を図るような取り決めを進めていた

だきたいということで、そういった取組を積極的に行う企業に対しまして次世代

育成支援企業というようなことで認定をするというようなことで、県内の事業者

さんにそういった取組を普及していきたいということで取り組んでおります。 

 先ほどのご指摘で、さらに在宅就労ですとかさまざまな就労形態に対応するよ

うな多様な就労形態というようなこともございました。そのあたりにつきまして

は、今後施策を進める上でそういったことも踏まえながら検討してまいりたいと

思います。 

 次に、子育て世代の方の雇用ということで、扶養の範囲内での就業というよう

なご希望があると。一方、緊急雇用の事業では正規の雇用は多かったといったご

指摘がございました。緊急雇用創出事業におきましてはさまざまな事業がござい

まして、短期的、臨時的な雇用を創出する事業であるとか、安定的、長期的な雇

用を創出する事業、さまざまな事業がございます。必ずしも正規雇用だけを目的
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としたものではなく、さまざまなメニューはございますが、そのような子育て世

代の方の雇用のご希望ということもあるというご指摘でございますので、こちら

も今後施策を進める上で検討をさせていただきたいと思います。 

 それから、高校生が県内に残らない、県外に就職先を求めていくというような

お話でございますけれども、震災直後、やはり県内の雇用の場というのが失われ

まして、震災直後は多くの高校生が県外に職を求めて流出するというような状況

がございました。しかし、その後、県内で仕事をしたい、県内で働きたいという

高校生がデータ的に見ますと増えている状況でございます。また、雇用の場も、

県ですとか国の労働局などと、さまざまな経済団体などに赴いて雇用の場の確

保、早めの求人というものを出していただくように要請をしておりまして、求人

のほうも昨年に比べて大幅に増えております。 

 しかしながら、必ずしも高校生が望む仕事かどうかというようなところもご指

摘がございましたけれども、そこは在学中に高校生が自分自身がどのような仕事

が向いているのかとか、職業観ですとか、そういったものを在学中に考えていた

だくような機会を提供するというようなことで、キャリアコンサルタントといっ

た方をよこして、そういったことを考えていただく機会を設けたり、そういった

ことをやっております。 

 また、やはり雇用の場が、より高校生が就職したいと思えるような魅力的な雇

用の場をつくっていくということでは、やはり産業施策によってさまざまな企業

の立地ですとか、新しい産業の創出などを通じて、魅力的な雇用の場を、受け皿

をつくっていくということは重要だと考えております。 

 以上でございます。 

 産業人材育成課、松本と申します。 

 技能振興に関してお尋ねがありましたのでお答えいたします。技能検定制度を

資格取得施策制度として拡大していく、技能の振興につなげていくためにシステ

ム体制を整備すべきではないかというお話であったかと思います。 

 現在、こちらの表、技能検定の推移の表にありますとおり、震災後、若干減っ

た以降、拡大の傾向は見せておりますが、まだまだ目標に到達しておりません。

復興を支えるためには、この技能検定をはじめとした資格制度の数を増やしてい

かなければならない、それが重要な課題であると考えています。特に若者の検定

数がちょっと減っているのがネックでありまして、こちらを増やすための施策を

考えております。高校生が、検定制度を受けやすいような、特に支援制度を設け

て数を増やしていくことを考えております。一方、ベテラン技術者、匠の技とい

うのを次世代へ承継していなかなくてはならない、これも重要な課題であると考

えておりまして、このためにベテランの特別な技術を持った方をものづくりマイ

スターとして今年度認定をいたしまして、これらの方々を地域の学校とか企業の

ほうに派遣して、匠の技を見て感じていただくような施策を今年度考えておりま

す。それらを通じて若者がものづくりに着目するような施策を進めていって技能

の振興につなげていきたいというふうに考えております。 
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 観光交流課でございます。 

 久保委員のほうから、21ページの観光・交流の 30年後の将来像の「本県の観

光資源の知名度が上昇し」という部分だったのですけれども、一般的に観光資源

といった場合、自然もそうですし、歴史、伝統、文化、食、農産物、県産品、あ

とは生き方とかライフスタイルとか、それぞれ観光資源なのかなというふうに思

っております。今現在特定しているわけではございませんので、30 年後、例え

ば先ほどの再生可能エネルギーで 100％の本県のエネルギー自給率になった場合

に、もちろん省エネとかが徹底された生活になっていて、それでも豊かであると

いうのももしかすると観光資源なのかなということもあると思いますので、そう

した広い意味での将来も含めた「観光資源の知名度が上昇し」ということで理解

してございます。 

 それぞれの答弁はそのとおりでありまして、それに尽きるわけでございます

が、私のほうから一言。 

 午前中に総合計画の話をさせていただきました。人が変わるとなかなか意欲と

いうのは継承しないのだという本音ベースの話をさせていただきましたが、私

は、こういった議論を通じて総合計画というものを本物にしていく、具体化して

いくということが非常に重要だということをお話をさせていただきました。 

 その続きでございますが、先ほども今井委員から未来が見えないということで

外に行ってしまうという流れがあるというお話をご紹介いただきました。また、

そうではなくて、久保委員、中村委員からは、いろいろな資源あるのではないか、

それに気がついていないだけではないかというお話もいただいて、午前中の博物

館、美術館、別に県の施設だけではないいろいろな部分があると。また中村委員

からは、暮らしの産業化ということで、普段の暮らしの中でもいろいろな資源と

いうものがありますよというお話でありまして、その部分については先ほど該当

部局がご答弁させていただいたとおりでございますが、こういったことを通じ

て、未来が見えないではなくて、未来をつくっていのだという意欲で私たちはい

ます。 

 この総合計画の基本目標で、「夢・希望・笑顔に満ちた“新生ふくしま”」と、

これを私たちは、今、みんなでつくっていく、県だけではなくて、委員の先生方、

県民の方、市町村の方、ＮＰＯの方、いろいろな方と一緒にこれをつくっていく

ということで、見えないからだめなのではなく、見えるようにつくっていこうじ

ゃないかということでご理解をいただければと、ぜひご一緒にお願いしたいと思

います。 

 ありがとうございます。 

 今の話でいいですか。結局これから福島を担っていく若者が夢や希望を描ける

まちにしていくのだというメッセージをもうちょっと発信していきませんか。起

業のところにも、若者も起業しやすいとか何か、若者がどこかにお勤めするだけ

が雇用の場ではないので、起業したり、あるいは農業をしたりとか、いろいろあ

ると思います。そんないろいろなものを提供していけると、そういうような福島

にしていきたいので、若者にメッセージ、最近の若者は比較的内向き思考とよく
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いわれているので、起業しやすい人とか、何かやってやるぞみたいな若者を育て

ていきたいなと思うのですが、いかがなものでしょう。 

 何か関係して委員のほうからありますか。 

 15ページです、起業支援というところ。 

 情報発信ということで、今、フェイスブックというのがいろいろなところで話

題に出ていますけれども、フェイスブックができたのも、たしか大学生が中心に

なってできたツールだったかと思います。若者に発信していくということは、あ

る意味、若者の力に頼るという大人の勇気みたいなところも一つ必要になってく

ると思いますし、これだけの震災、これだけの災害を経験した子どもたちという

のは、中学生、高校生、皆さんいろいろなことについて、自分の未来について、

おそらく考えているのだと思います。 

 避難先の中学校２年生の女の子のお母さんからお話を伺ったときにはっとし

たのですけれども、大人は、子ども、子どもというふうに言うけれども、私たち

の意見を一言も聞いてくれていないじゃないかと、私たちの意見を言う場所はな

いんですかというふうにそのお母さんが聞かれて非常に困ったというお話を聞

きました。中学生の女の子、震災当初、小学校６年生だった女の子がそのような

発言をしているわけですから、例えば福島子ども会議みたいな形で、子どもたち、

若者の意見を聞く、そういう取組をされてはいかがかなと一つ思いました。 

 そのほかにいかがでしょうか。よろしいですか。 

 すみません。別に本の宣伝をするわけではないんですけれども、水俣の本を私

は見たんです。要するに子どもたちに、今の中村委員の話ではないのですけれど

も、これから何十年も福島県を担っていく子どもたちが、どんなまちづくり、ど

んなまちだったらいいなという意見を聞いて、地域丸ごと資源にしたという話だ

ったんですね。なので、さっきの自転車という発想もそうなんですけれども、そ

れに学ぶべきことはすごく多いのではないかと思います。子どもには選挙権もな

いし発言権もないしというところで、けれども、これから担っていく子どもたち

の意見を聞かないでまちづくりはできないんだということだと思うのです。なの

で、今、中村委員が言ったような、子どもたちってほんとに手書きでいいので、

子どもたちはどんなまちだったら楽しいかとかという意見を聞くような場があ

ったらいいなとすごく思いました。 

 ありがとうございます。市町村レベルでは復興計画をつくるときに子どもたち

の意見を聞いたりということもやっていますけれども、総合計画にかかわっては

何か取組があるのか教えていただいていいですか。お願いします。 

 まず、復興計画をつくるときには、子どもたちの意見をアンケートなどで聞き

ましてつくっております。総合計画につきましても、冊子を見ていただくとわか

ると思うのですけれども、結構子どもたちの思いというか、絵であったり作文だ

ったりとか、そういったものは入ってきております。そういったものを踏まえな

がら総合計画の基本目標とかそういったものをやっております。 

 先ほど委員から出た子ども会議とか、そういうところまではまだいっていない

ということですか。 
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 県の総合計画については、今、長谷部主幹が申し上げたとおりで、市町村さん

につきましても、浪江さんですと、すべての小学校・中学校の方々からお話を伺

ったというふうに聞いております。富岡さんとか、双葉さんも今やっていらっし

ゃると聞いております。子ども会議的なものについては、かなり発信力が高いも

のとしては、今計画されておりまして、福島大学さんでＯＥＣＤ、外国でやる会

議に福島県の代表が相当数参加するというふうに聞いておりまして、そういった

形で世界に向けて情報発信をしていくということを聞いています。 

 それでは、少し後ろも気になってきましたので、またご意見があれば後ほど、

あるいは、今日収まらなければ、またファクスなり文書でということになるかと

思うのですが、次のカテゴリーのところに進ませていただきたいと思います。 

 それでは、三つ目が「安全と安心」ということで、これも一括して事務局のほ

うから説明をお願いします。 

 続きまして、三つ目のカテゴリー「安全と安心」、25ページからになります。 

 まず一つ目、「健康づくり・健康管理」になりますが、すべての県民が原子力

災害の不安から解消された上で、健康づくりや介護予防の取組が浸透し、元気な

高齢者が増えるとともに健康寿命が伸びているというのを将来像として考えて

おります。 

 取組としましては、がん検診の受診率向上や介護予防の普及・啓発によります

疾病予防と生涯を通じた健康づくり、感染症、新型インフル、結核、エイズなど

の予防・検査などにより感染症の予防と感染拡大の防止を図る。長期にわたり県

民の健康を守るため、県民健康管理調査、ふくしま国際医療科学センターの整備

を行っているところでございます。奨学資金の貸与などにより、保健医療専門職

の確保に取り組んでいるということを併せてやっております。 

 こうしたことで 26 ページになりますが、指標といたしましては、胃がん検診

率は減少、介護保険の要介護の高齢者の割合は増加など、震災の影響から順調で

はない動きが出ております。その中で、結核罹患率につきましては全国平均値よ

りも低い罹患数で推移しており、新規登録者数も減少しているという傾向にある

ということでございます。 

 以上を踏まえまして、県といたしましては、県民健康管理調査では検査・調査

の迅速化や理解促進、身近な医療機関での検診等、相談できる体制の整備が必要

である、保健医療専門職の不足に対します人材の確保が必要であるということを

課題として挙げているところでございます。 

 続きまして 27ページ、「医療」でありますが、県内全域で必要な医療の提供体

制が整い、最先端の医療サービスが享受できるようになっているというのが将来

像でございます。 

 取組といたしましては、医療提供体制の確保・充実他を図るため、ドクターヘ

リの運営支援や救急医療機関間の連携強化などに取り組んでおります。医療従事

者の確保と医療の質の向上を図るためには、医療機関への医療人材の雇用や災害

医療研修の経費の支援、人材の雇用や研修をするための経費の支援をしていま

す。あと、看護職員の再就職支援研修会等を実施しているところでございます。
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浜通り地方の医療提供体制の再構築を図るためには、ＣＴ、ＭＲＩ等の整備、施

設改修によります病院機能の強化、避難先での診療再開や運営の支援を行ってい

るところでございます。 

 この指標といたしましては、震災によりまして医師数、就業看護職員数とも全

国平均を下回って厳しい状況が続いているところでございます。救急搬送につき

ましては、医療機関への照会回数４回以上というケースについても増加が見られ

るということで、厳しい状況になっております。 

 以上を踏まえまして、県全体としてしましては、救急搬送及び救急医療提供体

制の充実や医師・看護職員等の確保、特に浜通りにおいては、住民の帰還に必要

な医師の確保、医療需要に応じた医療提供体制の強化が必要であると考えており

ます。 

 続きまして 29ページ、「介護・福祉」になりますが、こちらは県内全域で効率

的な介護サービスの提供体制が確保されているとともに、障がい者が日常生活・

社会生活で必要な支援が受けられる社会となっているということが将来像でご

ざいます。 

 代表的な取組としましては、高齢者介護・福祉サービスの確保・充実化を図る

ため、老人福祉施設整備や福祉介護人材の確保、また仮設住宅、借上住宅の高齢

者の介護予防などに取り組んでいるところでございます。 

 障がい者の日常生活および社会生活を総合的に支援するため、精神的サポート

や自立生活プログラム講座、障害者就業・生活支援センターによる生活相談など

を実施しております。 

 介護者の負担を軽減するため、認知症コールセンターによる相談や短期入所の

経費支援などによる居宅介護サービスの充実にも取り組んでいるところでござ

います。 

 こちらに関する指標といたしましては、特別養護老人ホームの定員数、ホーム

ヘルプサービスの利用回数とも、震災の前の値を超えるということでおおむね順

調でありますが、工賃につきましては全国平均を下回った状況にあるという現状

でございます。 

 これを踏まえまして、課題としましては、福祉・介護人材の確保がまず第一に

必要である。障がい者労働の工賃水準の向上、品質向上、販路拡大、こういうと

ころも必要であると。在宅の認知高齢者の増加への対応が必要であるということ

を課題として挙げております。 

 続きまして 31ページになりますが、「日常生活の安全と安心」であります。こ

ちらは、治安、防火、交通安全、食品安全などの対策が適切に行われ、日常生活

の安全と安心が確保されているということを将来像としております。 

 取組といたしましては、地域社会全体での治安、防火、交通安全対策を図るた

め、自主防犯に関する意識の浸透や防火思想、交通事故防止の啓発などに取り組

んでおります。 

 食の安全・生活衛生の向上を図るために、加工食品の放射性物質検査の実施、

市町村への放射能簡易分析装置の配置等を行っております。消費生活における安
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全・安心の確保を図るため、消費生活相談、悪質事業者の行政処分、医薬品に関

する苦情相談等を行っているところでございます。 

 これに関する指標としましては、交通事故死者数、食品と放射能に関するリス

クコミュニケーションの実施件数とも順調に推移しておりますが、消費生活相談

員がいる市町村数のランニングコストへの課題などから増加が見込めない状況

であるということで横ばいが続いております。 

 これらを踏まえまして、県としましては高齢者の交通事故防止対策、放射線へ

の疑問や不安の解消のため、正しい知識や情報の周知などが必要であると考えて

いるところでございます。 

 続きまして 33ページ、「原子力災害対策」であります。こちらの将来像としま

しては、原子力災害が収束し、環境汚染対策も十分になされ、県内全域が放射線

から安全な地域となり、起因する風評も払拭されているというのが将来像になっ

ております。 

 取組といたしましては、廃炉までの安全確保と緊急事態への備えを図るため、

福島県原子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会によります進捗状況の監視

などを行っております。 

 各種モニタリングをはじめとする原子力災害に関する正確な情報の発信のた

め、全県的な空間放射線量の測定を行い、発電所周辺の環境影響監視体制の強化

や除染計画を総合的に支援しております。 

 汚染廃棄物などの適切な処理も進めてまいります。また、復興のための研究開

発拠点施設を整備するとともに、損害賠償が確実、迅速、十分に行われるように、

福島県原子力損害対策協議会での要望活動や連絡調整などを行っているところ

でございます。 

 こちらの指標といたしましては、市町村除染地域における除染実績、東日本大

震災における災害の処理・処分率、こちら両者とも伸びてはおりますが、目標ま

ではまだ距離があるという状況でございます。その中でも除染におきましては仮

置場や従事者の確保が問題になっているという状況でございます。 

 これらを踏まえまして、課題としまして、まずはトラブルが続く福島第一原子

力発電所の廃炉に向けた取組を安全かつ着実に行うこと、除染の加速化のため、

住民理解を進めまして仮置場の設置を増やすこと、国が進める中間貯蔵施設の現

地調査の内容を確認、汚染廃棄物の処理のための最終処分先の確保、生活や事業

の再建のため十分な賠償に向けた取組、こういうものが必要であるということで

考えているところでございます。 

 「安全と安心」の最後になりますが、35ページ、「大規模災害対策・危機管理

体制」であります。こちらは、防災・減災対策が強化され、災害発生時に適切な

初動対応ができるよう、行政と住民が一体となった訓練や情報インフラの整備が

行き届いているということを将来像としております。 

 こちらの取組といたしましては、防災・減災対策の強化を図るために、防災教

育・防災訓練、津波被害を軽減するための対策、治水・土砂災害対策等を促進し

ております。 
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 社会基盤の維持・管理・強化を図るために、道路や橋梁等の長寿命化対策、防

災上重要な病院施設の耐震化などに努めております。 

 危機管理体制の強化を図るためには、福祉避難所の拡大や災害拠点病院におけ

る医療器材等の整備、ＤＭＡＴの隊員養成研修などを行っております。 

 震災教訓の継承・風化防止を図るために、資料の収集・保存、移動図書館など

によります巡回・展示、震災記録誌の発行、各種イベントでの展示、ＳＮＳを活

用しました発信などを行っているところでございます。 

 これらの指標としまして、橋梁の耐震補強は順調に進捗しております。防災緑

地につきましては、指標上はゼロですが、今後、順次着工の見通しがあるという

ことであります。しかし、福祉避難所につきましては全国平均を大きく下回って

いるということがありまして、こちらの改善が必要な状況であります。 

 以上を踏まえまして、問題点といたしましては、海岸防災林等の整備を加速す

るための建設資材、労働力、こちらの確保、用地取得を円滑に行える制度が必要

である、福祉避難所の指定の促進に加えまして、市町村の災害時要援護者避難支

援個別計画の策定が必要である、災害記録や教訓の後世への継承、風化させない

情報の発信と共有などが必要であるということであります。 

 説明は以上です。 

 ありがとうございました。 

 それでは、３つ目のカテゴリーにかかわって、まず全体を通じて言葉遣いに関

してでも結構ですので、よくわからない、確認したいところがあれば出していた

だきたいと思います。お願いいたします。 

 29ページにあります一番上の 30年後の将来像のところ、冒頭に「介護ネット

ワーク」とあるのですけれども、あまり聞いたことがない言葉で、これは一体ど

ういうことを示しているのかというのをまず教えていただけますでしょうか。 

 ほかにいかがでしょうか。その一点でよろしいですか。それでは、介護ネット

ワークという言葉の意味についてお願いします。 

 保健福祉部でございます。 

 ここで言っております「介護ネットワーク」、かなり丸めた表現にはなってい

るかと思うのですが、今、国のほうでも進めようとしている地域包括ケアとか、

要するに、高齢者が身近な地域において介護サービスを受けられるような、その

ためにはやっぱり地域住民も含めて、多職種の専門職のネットワークなり地域住

民の協力をどのように入れるかとか、そういったネットワークの構築が必要にな

りますので、そういったものが構築されているというイメージを表現したという

ことでございます。 

 でしたら介護は外したほうがいいと思います。介護だけのネットワークを意図

して包括ケアを言っている話ではないものですから。そうすると、かなり誤解を

招いて、介護ということを中心として回すというお話ですけれども、包括ケアは

生活をどうするかという話なので、生活の中に介護があるという位置づけだった

かと思います。 

 なかなか将来像で考えてしまっているので、言葉遣いを今すぐというふうにい
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くかどうかという問題もあるところですが。 

 それでは、中身の議論ということで、今出ました「介護・福祉」までの前半の

３つについて、ご意見をいただきたいと思います。今井委員。 

 福島県のほうは、どちらかというと方針は、こういう施設整備とか施設という

のを建てていくというような方針なのか、それとも在宅というほうに力を入れて

いくのかというところがちょっと見えてこないのですが、どういう形で 10 年、

20 年先を目指しているのかというのをお伺いしてから、できれば提案したいの

ですが。 

 それでは、先に回答をいただいてからにしましょう。 

 県の高齢福祉課です。 

 確かに、委員の先生がおっしゃるとおり、この中の指標としてはわかりやすい

指標ということで、施設の整備数というのを載せたのですけれども、県といたし

ましては、今後は先ほどもお話が出ました地域包括ケアですか、こちらを進める

ことによって、だんだんと在宅のほうに重心を移していかなくてはならないなと

は思っているのですが、なかなか現時点では福島県の場合、介護資源の充実度が

まだそんなに、熟度ですか、そういったものが高まっていないために、すぐに移

行はできないのですが、今後は在宅の方面に重心を移していきたいとは考えてお

ります。 

 では、その上で。 

 そういう流れ、日本全体がそういう流れなのかなという気がするのと、あと認

知症ケアとかという、「在宅の認知高齢者の増加が予想されるため」と黄色いと

ころの③に書いてあります。成年後見とまではいかなくても、今後、人口減少と

か高齢社会になっていくにしたがって、市民成年後見というのもできていますの

で、余計なことかもしれませんが、検討されていなければ、検討していく価値は

あるのかなと思いました。 

 成年後見の話ですね。 

 では、またひとしきり意見なりを出していただいたあとに、また県のほうから

ご意見なりご回答をいただくということで、いかがでしょうか。 

 まず 25 ページの①なのですけれども、疾病予防と生涯を通じた健康づくりと

いうことで、ふくしま新生プランのほうには記載があるのですが、どうしても疾

病予防というふうにいいますと食のことが結構重要になってくるというふうに

考えています。ここのところにがん検診とあるのですけれども、こうなってきま

すと予防する前にがんになったことを前提に対策を立てているというふうにど

うしても受け取られかねないので、がんになる前に県民をどうしていくかという

表記がトップに来るほうがより前向きなのではないかなというふうに感じます。 

 例えば、長野県でされている取組なのですけれども、野菜を食べようという取

組をずっと長い期間されていたことによって健康長寿県になっていったという

前例などもありますので、セシウム、放射性物質の問題というのも大きく抱えて

いると思いますが、だからといって野菜を避けていく食生活がイエスかというと

そうではないので、県民をより健康にしていく、疾病予防をしていくためにはど
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ういうふうにしていくかということをまず大前提にここのトップに持ってこら

れたらいいのではないかなというふうに感じました。 

 それと 31 ページの②、食の安全・生活衛生の向上の欄の放射性物質検査体制

の整備などに関する取組の中で、理解促進に取り組むための講習会をやっていま

すというふうにありまして、説明会、何回というふうにあるのですが、この中身

をいうとどのぐらいの人が理解したのかということを県として正確に把握され

ているかどうかということをお聞きしたいと思います。 

 例えばアンケートをとっていて、今回の講習会に関して満足をしたのか、安心

だと思えるようになったかどうかということを把握する、この中身が一番重要な

のではないかなと思います。今一番問題になっているのはマスコミ不信、あとは

行政不信、どこが発信するかということを非常に皆さん気にされていますので、

その中身を具体的にどうやって伝えていってよりよくしていくかということが

非常に重要になってくるのではないかなというふうに感じました。 

 それと 33 ページ、除染についてなのですけれども、現在、除染特別地域以外

の地域の除染に関しては市町村管轄でやられているということなのですが、私が

前にいた郡山市では屋根の除染をしないということが決まっています。ほかのエ

リアでは屋根の除染をしてくれるのだけれども、何でうちだけやってくれないん

だというようなことを皆さんお話しされていたのをお聞きしましたので、それぞ

れ除染の方法について、市町村管轄にするのはもちろん悪いことではないと思う

のですけれども、県としてどこのラインをベースに除染をしていくのだというこ

とも、理解を得てもらうのに統一していくのが大事かなというふうに感じており

ます。 

 以上です。 

 ありがとうございます。後半部分を先に出していただきましたけれども、ちょ

っとここでの議論は、前のほうに限定してということで、先にさせてください。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 先ほど言葉のところで話をさせていただきましたけれども、25 ページからの

ところと 29 ページからのところというのはかなり関連しているところが非常に

多いと思います。施策上かなり分離をして書かれているところがありますけれど

も、常にかかわりというところを意図しておかないと、こちらでこれが抜けてい

る、こちらで入っているけれどもここはどうつながるのかというのがなかなか見

えなくなってしまうところがあると思います。 

 やっぱり 25 ページの最初のところで、予防のところですとか健康づくりの話

のところで、食事の話が出ましたけれども、高齢者の介護予防という話のところ

でも非常に食事というところが、低栄養ですとかいろいろなところでかかわって

きて、このことが結果として要介護状態の悪化であるとか引き金になってくると

いうような側面もないわけではないのですけれども、高齢者の福祉サービスとな

ってくると、今度は 29 ページからのところですという話になってくるところが

出てくるようになると、実は非常に協同しながら進めていかなければいけないと

ころが分断されてしまってくる可能性というのがあるので、やっぱり暮らしをど
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う支えていくかというところの視点というところを取り入れながら、関連しなが

ら見ていっていただきたいなというふうに思いました。 

 あとは指標のところ、26 ページですけれども、指標のところの２番目のとこ

ろに挙げられている評価の理由のところですけれども、この側面も非常に大きい

ですけれども、おそらくそうではない部分でも要介護高齢者の割合がどんどん高

くなっていっている。必ずしも予防施策が十分にできていないというのが国全体

の方向性として出ている中で、福島県独自として、これは本体の計画書を見てみ

ますと、やはり県の介護保険事業計画するところをベースにしてつくられている

指標ですので、当然、国のいろいろな政策の中でつくられている数値だと思いま

すが、もう少しやっぱり県としてはどうしていくのかというスタンス、先ほど今

井さんのほうから話がありましたけれども、どんな手を打っていくのかという、

30 ページにある特別養護老人ホームの数にしても、介護保険料の絡みだとかい

ろいろなところで出てくる数字だと思うとわかるのですけれども、本当にこれで

いいのか。先ほど在宅を志向した方針でいくというふうになってはいますけれど

も、絶対数が足りない中で、施設がなければ在宅も機能しないというところはも

ちろんあるというところは事実としてありますので、その辺で単なる財政的な部

分だけではないところで、どんな体制づくりをしていくのかというところを意図

して示していっていただけると、30 年後目指す方向に行けるのかなというふう

に思います。 

 ありがとうございます。それでは、午後も半分を過ぎましたので、いったんこ

こで 10 分間休憩を入れさせていただきまして、もう一度、今の三点から話を進

めていきたいと思います。 

 それでは休憩に入ります。 

 

（休憩） 

------------------------------------------------------------------- 

（再開） 

 

 申し訳ありませんが、あとひと踏ん張りということで進めていきたいと思いま

す。 

 それでは、引き続きということになりますけれども、いかがでしょうか。 

 30ページのところなのですけれども、下のほうの黄色のところですけれども、

③番目、一番最後のところに「質の高い研修が必要です」という言葉があるので

すけれども、これは誰の研修なのかというところが非常に不明確で、地域の住民

の人たちへの研修というふうに、全体からすると、地域住民等による見守り支援

ということがというふうに書かれているので、これは地域住民の方々への研修な

のか、それとも何か別の専門職等の研修なのかというのがちょっとわかりにくい

かなというふうに思うので、これはどんなふうに考えていらっしゃるのかなとい

うのが気になったところです。 

 ほかはいかがですか。では、いったんここでまた区切りまして、いくつか質問
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あるいはご意見も出ましたので、担当課のほうから少しまとめた形でお話しいた

だければと思います。 

 それでは、また高齢福祉課ですが、まず一点目にお話がありました成年後見制

度の話についてお話し申し上げますと、委員の先生からお話がありましたが、認

知症の高齢者がだんだん増えていきますので、成年後見制度というのは非常に重

要になっていくと思います。 

 その中でも、やはり数が増えますと、先ほどお話がありました市民後見制度、

こちらのほうの活用というのが非常に重要なことになってくると考えてはおり

ます。ただ、現時点では、他の機関のせいにするのは非常に申し訳ないのですが、

家庭裁判所さんのほうでいまいち市民後見制度に乗ってきてもらえていない部

分がありまして、ただ、家裁のほうでも問題意識は持っていますし、県の社会福

祉協議会のほうでも非常に問題意識は持っていまして、近く家庭裁判所のほうで

この市民後見制度に関する打ち合わせ会というのを予定されておりますので、そ

の中で今後の取組などいろいろ検討していきたいとは考えております。 

 あと、30 ページのほうの「認知症高齢者の増加が予想されるため、地域住民

等による見守り支援、認知症ケアの進歩に対応した質の高い研修」、こちらの研

修なのですが、こちらの対象者は、今、県で考えておりますのは医療従事者に対

する研修、あとは一般住民といいますか地域住民の方に対しましても認知症サポ

ーターという制度を設けておりまして、そちらでサポーターをこれまで６万５千

人ほど養成してきた実績がございまして、そちらに関連する質の高い研修という

ことを想定しております。 

 保健福祉部でございますが、中村委員のほうからありました 25 ページの冒頭

部分ですね、「疾病予防と生涯を通じた健康づくり」という部分なのですが、が

ん検診に関する取組にしているのですけれども、疾病予防というからには、食育

に関するものですか、そういったものを入れるべきではないかという部分でござ

いますが、県としましても、「第二次健康ふくしま２１」ということで、健康増

進に関する計画を昨年度策定をしまして、ここで健康長寿の延伸ということを目

標に掲げております。そういった取組もしてございますので、スペースの関係上、

がん検診に関する取組というものが入ってはいるのですが、確かに疾病予防とい

うような部分でがん検診だけというのは奇異な印象を与えてしまうというのも

ありますので、食育も含めた生活習慣病の予防という感じの取組に関して、記載

について調整をさせていただければと思います。 

 それから、久保委員のほうからありました「健康づくり・健康管理」に関する

部分で、介護予防に関するもの、食に関するものも含めて、25 ページのほうに

記載はあるのですが、これは 29 ページの「介護・福祉」と密接に関連するので

はないかというご指摘でございます。これは大変ご指摘のとおりで、この総合計

画をつくる上のカテゴリー上、健康という部分と医療と介護を分けてしまって記

載しているものですから、これを大きく変更するというのはなかなかこれから難

しいと思いますので、健康と福祉の部分の関連性が見えるような表記を一工夫さ

せていただくというふうに考えております。 
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 以上です。 

 ありがとうございます。 

 実際、前回も第５章を含めて、どこに落としていくかというのがこれからの整

理の段階では課題が残っております。大体そんなところでよろしいでしょうか。 

 それでは、後半部分ということで、先ほど中村委員から既に二点ご意見が出ま

したけれども、それに関連してでも結構ですので、よろしくお願いします。 

 35 ページなのですけれども、35 ページの③、危機管理体制の強化に入るかど

うかわからないのですが、災害時に備えて衛星電話とか、あと災害電話というの

ですかね、そういうようなものの協定を結んだりとか、あと、コンビニとか自動

販売機の会社と協定を結んだりとかして、何かのときには水を提供していただけ

るとか、どこかそういうようなことで災害時には何か協力していただけるという

協定というのはどこか結んでいるのでしょうか。 

 それでは、これは先にお答えいただいてから、またご意見があれば出していた

だくという形にしましょうか。 

 災害対策課主幹の飯沼と申します。お世話になります。 

 委員がおっしゃっていました協定につきましては、コンビニエンスストアにつ

いては、帰宅困難者関連に対する支援となるような協定でありますとか、一部、

サントリーフーズさんとか、そういった飲料水の協定等も、現在そういった民間

事業者さんとか自治体同士の協定等も含めて、今、126ぐらいの協定を結んでお

りまして、おっしゃられたような協定については大体結んでおりまして、今後も

協定については増やしていくような予定をしております。 

 さらに何か。 

 どこか１行ぐらい追加しておいていただけると少しは安心かなと。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 消費生活課です。 

 先ほど、前半の部分だったのですが、中村委員より 31 ページの食の安全・生

活衛生の向上に関連しまして、放射性物質検査体制の整備に関連しますが、放射

能や食の安全をテーマとした講習会の実施ということで、アンケートによる把握

が必要なのではないかというお話があったかと思うのですけれども、内容的に、

学識経験者による講演のほか意見交換会なども実施しておりまして、その後に参

加者にアンケートによる内容提示を実施しております。 

 昨年度の例でありますと、シンポジウムや説明会の 2,269 人に対しまして

1,208名の回答がございまして、「非常に参考になった」、あるいは「参考になっ

た」というものを足しますと、90％以上の方々がおおむね内容について満足して

いるという結果が出ておりますので、回答します。 

 ちなみに、そのアンケートの結果というのは何らかの形で公表されているので

しょうか。 

 公表まではしておりませんで、それぞれの次回以降の説明会に有効活用してい

るものです。 

 わかりました。 
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 ほかに 31ページから 36ページ、あるいは落としたところがあれば戻っていた

だいて、安全と安心、全体でも結構ですので。 

 障がい者の賃金が安いというところを見ましたら、１万３千円とか１万５千

円、30 ページですが、ありました。今日、ＮＨＫで見てきたのですが、あの方

はすごく、何分の１になったということで、この何倍かの収入を得ているような

気がしました。ＮＨＫの放送だったのですけど、耕作放棄地のミカン畑を利用し

て何かをつくって製品化して、障がい者に対する、草刈りをして、収穫物はいた

だいて、それを加工するというのをちょっと見たものですから、この全国平均の

個人が１万３千円を下回っているということですよね、これの記載。 

 最近、私もちょっと経験したのですが、福島市内の岡山地区にある方々の施設

で、営業にいらっしゃったのです。名刺に点字を入れたりという、入れて、１枚

50 円ぐらいだったと思うのですけれども、ああいう関係で、話を聞くと、かな

り安いと、工賃がですね、少し私のほうでもお仕事を発注して差し上げたのです

が、市民交通共済ありますよね、で、今まで点字で案内というのを、点字が必要

な方が何人来るかという問題はあるにしても、なかったので、今回少し発注差し

上げたのですけれども、県もかなり応援しているという話を伺いましたので、今

後、この金額というのはかなり低いと思うので、上げるような具体的な、どんな

ことをやっているのか、参考までに教えていただければと思いました。 

 それでは、担当のほうから。 

 障がい福祉課の遠藤と申します。よろしくお願いいたします。 

 ご質問ありがとうございます。おっしゃるようにすごく工賃には差が大きく

て、事業所によっては福島県内でも、調べによりますと、３万円以上お一人の方

でもらっているところもあれば、１万に満たないという事業者もありまして、や

っぱり平均すると現在ここに書いてあるような１万２千なにがしという平均工

賃になっております。全国平均が１万３千いくらなので、それに比べるとまだう

ちの県の工賃の水準というか平均が低いというような認識をしているのでこの

ような表現をしております。 

 それで、おっしゃっていただいたように、要は受注といいますか販路拡大して

いかないと、やっぱり工賃は上がっていかないので、いわゆる障害者優先調達推

進法というのが今年、国のほうで示されましたので、要は、行政とか地方自治体

が率先してそういった障がい者の方の働く施設とかから積極的に注文を取ると

いいますか、発注するというふうな方針が国でも示されておりますので、うちの

県としても、それに基づきまして、どういった指針を定めたらいいのかというと

ころを今検討しておりますので、今月中ぐらいに定めていきたいというふうに考

えております。以上です。 

 よろしいですか。 

 ほかに安全と安心に係ってどうでしょうか。先ほど中村委員のほうから、除染

にかかわって、市町村のやり方自体、差があるのではないかというお話がありま

したけれども、この点はいかがですか。 

 



- 57 - 

 

除染対策課主幹（除染推

進担当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部会長 

瀬戸委員（佐藤様） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ご質問ありがとうございます。除染対策課の酒井と申します。 

 先ほど中村委員のほうから郡山市の例を聞きまして、同一の手法を県で統一化

を図る必要はないのか、そういった趣旨のご発言でしたけれども、県としまして

は二つの点から、市町村を縛るようなことでは逆に除染が進まないというような

ことも気にしておりまして、その辺はちょっとご理解いただければいいのかなと

いうふうに思ってございます。 

 今、発災からもう２年以上も過ぎて、非常に線量が自然減で低減しております。

こういう中ですべてフルメニューの除染メニューをするということが、スピード

の関係、それから経費の関係、いろいろ要因はありますけれども、一律に全部同

じメニューでやっているというのは多くの面で不合理を生み出してしまう。逆

に、市町村がそれぞれ、今の仕組みですと、除染計画をそれぞれ各市町村が責任

を持って策定して、それを市民に説明し、この方法でやりますという形で個別の

市町村が主体性を持ってきちんと市民に説明し、その手法で、自分らとして一番

最適な方法を数ある除染メニューの中から選択しながら、一番コストパフォーマ

ンスが上がる方法でされています。そういう状況がありますので、必ずこれくら

いの線量で、この市町村はすべてこのメニューでやったり、高い所はフルメニュ

ーで全部やるとか、そういう形の足かせみたいな形をして進めているわけではな

くて、スピードと効率といろいろな、あとは作業員の関係などもありまして、最

大公約数的なところを全部チョイスしながらやっているというような背景がご

ざいますので、その辺をなるべくご理解いただければいいのかなというふうに思

っております。 

 それから、二つ目の論点ですけれども、それぞれに市町村の自由度を持たせて

いるということが、かえって市町村を縛らないことにより、いろいろな意味で自

由に、自由にというのは語弊がありますけれども、国の交付の基準、それから、

県の除染交付金の交付要綱の中でとり得る一番いい方法をきちんと自分で考え

て、市民にとって何が一番最適なのかというのを考えることができるようにわざ

としているというところもありますので、その辺は、それぞれ市町村の考えもあ

りますので、そこを県が縛るようなことはせずに、一番効率的に進める方法を選

択してもらってと、そういう背景がございますので、よろしくお願いしたいと思

います。 

 どうぞ。 

 中村さんのさっきおっしゃった今の県の回答ですけれども、私は福島市に住ん

でいて、私も比較的高い所に住んでいるので、除染が今入っております。やはり、

ここはやらなくてはならないということでなくて、やはり今、２年半もたってい

ますから、吹っ飛んだすぐは高かったと思いますが、屋根もいろいろな構造物に

よって高い屋根、いつまでも落ちない屋根、あと、時間の経過のときに落ちやす

い屋根とかあるんですね。 

 ですから、福島市の場合でも、所有者と県、測定した結果で高い所がわかりま

すから、話し合いをしながら、屋根は必ずやらなくてはならないとかそういうこ

とはないのです。やっぱり持ち主が理解する、やむを得ないという程度であれば
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除染しなくてもいいと除外できるようになっている。屋根は隣と近いですよね。

すると、そのうちはいいのだけれども、高圧洗浄などをしますと隣のうちに行っ

てしまうので、ですから、そういうものも福島市の除染は、持ち主、地域の方と

話し合いをして、こうでなくてはならないなどというのはないのです。この辺は

やらないからどうだということでは決してないと思いますよ。参考までに。 

 ありがとうございます。そういう具体的な情報が、実は避難先には全く伝わっ

てきておりませんで、皆さん、先日もお話ししたとおり、避難した当初で、福島

の時間というのが、避難者の皆さんはすっかり止まっているということが大前提

になっています。時間の経過とともにどのぐらい具体的に生活圏の線量が下がっ

たのかという情報がまず入ってきていないということが問題であって、帰るきっ

かけを逃している人がそれでたくさんいるとしたら、やはりそれは大きい問題で

あると思いますし、それから、なぜ郡山の皆さんが屋根のお話をされているかと

いうと、事故が起こったその当時、皆さん、子ども部屋の線量を測っていらっし

ゃる。大抵２階にありますから、子ども部屋の線量を測ったときに非常に高い数

値を示している。リビングよりも高いと。寝室の線量というのが全体の線量にか

かわってくるというふうに親御さんは皆さん非常に心配されています。なので、

屋根をどうしてくれるんだというお話になるのだと思いますから、では、その時

間の経過とともにどうだというお話と、あとは、市町村の住民が納得した上でそ

ういった除染が行われているということに対しての情報発信を市町村がするな

り県がするなりして、県外に知らせていくことがひとつ大事かなと思いました。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 

 前回は中村さんからそういうお話があり、そういうことを一生懸命考えてみた

のですけれども、これは県自身がやることはできないですよね。このようなこと

をやるのはやっぱり市町村だなと。市町村の市役所の方に聞いたのですが、そこ

までなかなか難しいよねと、本音で言うと。それで結局、では住民がやるしかな

いねという話にいったのですね。なので、県ができることといえば、そういうこ

とをサポートしていく、補助していく、あるいは助成金を出す、そういうことに

なるかと思います。 

 どうぞ。 

 引き続き除染対策課です。 

 今ほどのご意見、大変ありがとうございました。確かに県のできる部分という

のは市町村を支援していく部分でありますので、今ほどご指摘いただいた新しい

情報を流す、それを理解してもらう、そこまできちんとやって県の役割と、確か

にそのとおりでありますので、この辺は市町村と連携しながら、あとは国と県で

つくっています除染情報プラザというところでいろいろと除染の正しい知識な

り、あるいは低線量でも心配はないですなどということも保健福祉部のほうとか

とタイアップしながら正しい情報の普及に努めておりますので、そういったこと

を施策的にもきちんとやっていきたいなというふうに思います。ご指摘、ありが

とうございました。 
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 それでは最後のカテゴリーに進みたいと思います。こちらのほうは、４つの施

策ですので、一括して説明していただいたあと、２つずつ分けて審議していただ

きたいと。 

 それでは、事務局のほうでお願いします。 

 最後のカテゴリー、「思いやり」になります。37ページからになります。 

 まず一つ目の「人権・男女共同参画社会」。こちらでは、家庭をはじめあらゆ

る場面で、性別にかかわりなく自らの能力を発揮でき、能力・国籍など個人の特

性の違いに対して包容力の高い社会となっているということが将来像として考

えております。 

 取組としましては、人権の尊重、人権意識の向上を図るため、人権への気づき

の機会を提供するとともに、児童虐待未然防止と対応の迅速化に取り組んでおり

ます。 

 男女共同参画社会の形成を図るためには、県男女共生センターにおいて普及啓

発などの事業化を行っております。 

 地域社会の国際化に対応するために、外国出身県民総合サポートセンターの運

営等を行っております。 

 ソフトからハードにわたる幅広い分野でユニバーサルデザインを生かした社

会づくりを推進するため、研修会や、適合施設へのやさしさマークの交付などに

より普及と啓発に努めているところでございます。 

 これらの指標といたしましては、児童虐待の受付数につきましては増加傾向に

ありますが、こちらは関係機関と連携を密にし、対応が遅れることのないように

対応しているところでございます。市町村の男女共同参画計画の策定率は、おお

むね順調に進んでおります。ユニバーサルデザインにつきましては、言葉自体の

認知度は高まってきているということがありますので、今後はその意味の理解を

深めてまいりたいと考えております。 

 以上を踏まえまして、問題点としましては、今後、人権意識を高めるための人

権啓発が必要です、あらゆる政策等での女性の参画が必要です、ユニバーサルデ

ザインの考え方や意味を含めた認知度向上のための啓発が必要であるというふ

うに考えております。 

 続きまして 39ページ、「思いやりと支え合い」です。こちらでは、人の優しさ

や温かさが実感でき、事業の再建など再チャレンジの機会が充実し、すべての県

民が家族、人、地域の愛と絆に包まれているということを将来像としております。 

 寛容で、すべての人に優しい社会づくりを行うため、ゲートキーパーの育成に

よる自殺予防や、東日本大震災中央子ども支援センターを活用しました子どもの

心の健康に関する支援などを行っております。 

 生活保護、犯罪被害者など援助を必要とする人たちへの支援のため、自立を援

助するための就労や子育ての支援、性暴力と被害救済協力機関の運用、周知・啓

発等を行っております。 

 地域社会における人と人との絆の再構築を図るため、社会福祉協議会へ生活支

援相談員を配置し、高齢者の生活支援や孤立防止などを行っております。 



- 60 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 被災者の心のケアを図るために、地域精神保健活動の拠点でありますふくしま

心のケアセンター、県内６方部にありますが、こちらによりますストレスケアや

被災者に対する健康支援活動によるきめ細やかな生活相談等を行っているとこ

ろでございます。 

 こちらの指標に関しましては、自殺者数は減少傾向となっております。生活保

護、心のケアは適切に対応することとしておりますが、避難の長期化で心のケア

の相談件数は増えているという実態になっております。 

 以上を踏まえまして、県としましては、自殺未遂者の精神的なケア体制の充実、

犯罪被害者の支援の必要性等についての県民理解のための広報・啓発、避難生活

の長期化の中、ふるさととの絆を維持するため、支援活動の継続、情報発信の充

実などが必要であるというふうに考えております。 

 続きまして、41 ページであります。「自然環境・景観の保全、継承」、こちら

は、本県の美しい自然環境が保全され、自然と共生する社会が実現し、自然景観、

歴史と伝統が息づく景観、街並みの景観が継承されていくということを将来像と

しております。 

 取組としましては、自然環境の保護と適正な利用を図るため、自然公園の保護、

保全、管理体制の構築、都市公園の整備、森林ボランティアや緑の少年団の活動

の支援などを行っております。 

 美しい景観の保全と継承を図るため、道路や河川の美化活動の支援や、地域が

主導する復興まちづくりへの専門家派遣による支援などを行っております。 

 生物多様性の保全を図るため、野生鳥獣の保護や災害の生態系への影響につい

て調査などを行っております。 

 環境保全対策を図るため、猪苗代湖の水質復活や、子どもたちへの自然環境学

習に取り組んでおります。 

 こちらの指標といたしましては、自然公園利用者は震災の影響により大きく落

ち込んでいるところでございます。汚水処理人口普及率は、目標に向けて施設等

の整備が進んでおり、水質の保全が行われているところでございます。尾瀬での

自然環境学習は順調に児童生徒の参加が増えているということでございます。 

 以上を踏まえまして、県といたしましては、自然公園の利用促進と保護のため、

巡視指導と合わせた保護思想の啓発が必要である、有害鳥獣の増加による農作物

被害の拡大の恐れがあるため、適切な保護管理が必要である、自然に親しみなが

ら学習する機会の拡充が必要であるというふうに考えているところでございま

す。 

 続いて、最後でありますが、43ページ、「低炭素・循環型社会」であります。

こちらの将来像は、省エネルギーに対応した社会になるとともに、森を大事にす

る意識が浸透し、環境負荷の少ない循環型の社会が実現していくというものでご

ざいます。 

 こちらに関する取組は、省エネルギー・省電力対策のため、「福島議定書」の

締結により、学校や事業所のＣＯ2削減活動の促進案、エコドライブ、公共交通

機関の利用などの促進などを行っているところでございます。 



- 61 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部会長 

 

 

 

今井委員 

 

 

 

 

部会長 

 

 

 

青少年・男女共生課主幹兼

副課長（人権・ユニバーサ

ルデザイン担当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境に配備した経済活動・ライフスタイルを普及させるために、環境保全に関

する意識の醸成や環境と共生する農林水産業の再生・拡大を行っております。 

 廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用を促進するため、リサイクル産業の育成

による減量化・再資源化の取組や、産業廃棄物の適正処理に取り組んでおります。 

 こちらの指標といたしまして、「福島議定書」事業の参加団体数は、学校は順

調に伸びておりますが、事業所は震災の影響で減少しているところでございま

す。一般廃棄物のリサイクル率は、減少した要因について、今後の計画の見直し

に合わせて分析していくこととしているところでございます。 

 これらを踏まえまして、問題点としましては、原子力災害後の状況によるＣＯ

2 排出量削減が困難な局面を踏まえ、引き続き、「福島議定書」による環境に配

慮した取組や普及啓発が必要である、廃棄物リサイクルやたい肥など有機性資源

の循環利用の形態を回復させる必要があるということを問題点として掲げてい

るところでございます。 

 説明は以上です。 

 ありがとうございました。 

 どちらかというと、前半の２つが人に関わるもの、後半の２つが自然と環境に

関わる、そういうカテゴリーになると思うのですけれども、全体を通じてご質問

があれば出していただきたいと思います。いかがでしょうか。――今井委員。 

 37 ページの①のところで、人権尊重、人権意識の向上とあって、その下に原

子力災害を背景とする偏見や差別の解消に関する取組で、偏見や差別の解消に関

する取組ということで、「広く県民に人権への気づきの機会を提供し」とあるん

ですね。県民にこういうことをやって差別の解消につながらないような気がする

のですが、何かおかしいような気がするのですが、私だけですかね。 

 では、ちょっとそれを出していただいて、ほかはいかがでしょうか。よろしい

ですか。それではご意見も含んでいるかなと思うのですが、37 ページのこの一

番上の取組というのが県民対象に行われていて意味があるのかということです

けれども。 

 青少年・男女共生課の松浦と申します。 

 人権の尊重、人権意識の向上についてでございますが、当課では、人権という

ことで、広く人権の気づき等を県民に対して普及啓発活動を行っております。こ

ちらは、国の法務局のほうと連携をしまして各種事業を展開しているところでご

ざいます。人権への気づきということで、県民を対象とした人権のつどいという

のを毎年開催しておりまして、今年度は喜多方市のほうで開催を予定していると

ころでございます。 

 併せて、人権に関しましては、今回、放射能の問題がございまして、普及と併

せて正しい知識の理解、放射能に対する正しい理解というのが非常に重要になっ

てくるかと思いますが、そちらにつきましては消費生活課であるとかそちらのほ

うで普及啓発について、放射能に対しての理解を促進するという施策は行ってお

りますので、併せて私どものほうでは普及啓発ということで取り組んでいるとこ

ろでございます。 
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 おそらく質問の趣旨は、私個人的には、県の中での県民同士の間での偏見とい

うこともあり得るかなと思うのですが、特に今、県民の方が心配されているのは、

他県から福島県民に対しての、ここにあるような偏見であるとか差別があるので

はないかと。その場合の解消というのは、むしろ情報発信は、県民に対してとい

うことだけではなくて、県外に対して、国民に対しても必要ではないかという、

そういうベースがあってのご質問だと思うのです。だから、県民にのみこういっ

た取組をしていてどこまで有効なのかということだと思いますけれども。法務局

とタイアップするだとかして福島県民に対する差別なりの解消の取組というの

はあるのでしょうか。 

 法務局と一緒になって啓発事業を行っているところなのですけれども、こち

ら、震災・原発事故があった後、全国の自治体等に対しても福島県から文書など

を発信しまして、人権に配慮した対応を広くお願いしますということで他県に対

しても要望しておりますし、法務局といたしましても、全国的なそういう対策の

ほうはやっていただいております。 

 今井さんのほうで、こういった何かアイデアも含めてですね。 

 おそらくなのですけれども、①の人権尊重、人権意識の向上ということで、ひ

し形マークの二つは前からやっておられたことだと思うのです。それはそれで意

義があると思います。人権意識の向上ということでいいと思いますが、「原子力

災害を背景とする偏見や差別の解消に関する取組」という１行を加えたためにち

ぐはぐになってしまったような気がします。だから、その１行がなければ別に人

権の尊重、人権意識の向上の取組ということですんなり入ってくるので、その１

行をそこに入れないで、ほかのところに出るとかでないと、ちょっと違和感、差

別ってほかから出ているんじゃないのという気が、先ほど部会長がおっしゃった

ようなことになるので、その１行が浮いているような気がするのですけれども、

黒い字の、①の下なのですが。 

 ここの部分ですね。県からありますでしょうか。 

 先ほどの話は青少年課のほうからの話だったと思うのですけれども、すみませ

ん、企画調整課で復興本部をやっております。復興本部のほうでは人権というこ

とにかかわらず、風評払拭の絡みでもって、一応、福島県外に向けてモニタリン

グの結果など、あと正しい放射線の知識等につきまして説明会等、それは県内向

けでございますが、一応やっておるということで、必ずしも、先ほどお話のあり

ました、つどいそのものを、これが原子力災害を背景とする偏見や差別の解消に

関する取組ということのみではなくて、ほかでも一応情報発信はしているという

ところの補足説明をさせていただきました。 

 なので、そこのところが違和感を感じるので、何か工夫できればと思います。 

 ちょっと確認ですけれども、この取組の中にこの人権への気づきと機会の提供

だとかも入っているというのは間違いないということなのですか。 

 復興・総合計画課でございますが、まず総合計画本体を見ていただくと、この

人権の尊重、人権意識の中にまず一番目としまして、「原子力災害を背景とする

偏見や差別の解消に関する取組」と、これが一番に入っております。おそらく委
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員のご指摘は、これとそれに係る実際の取組がちょっと違うのではないかという

ことなので、そこは配慮するようにしたいと思います。 

 では、その点はよろしいでしょうか。 

 すみません。補足なのですが、「原子力災害を背景とする偏見や差別の解消に

関する取組」というのがトップに来ているのは私の中ではすごく自然なことだな

というふうに感じています。同じように、こうした人権のつどいなどに出ている

子どもたちもいろいろなことを感じてきていて、人権ということを語るときに、

おそらく原子力災害というのは切っても切れない部分になってくるのではない

かなというふうに感じますので、こうした取組をされるときにどこに発信をする

のかというところをまず県としてどう考えていくかということを再検討なされ

たらいかがでしょうか。 

 もちろん、偏見や差別というのは県民の皆さんはほとんど持たないと思うので

すが、避難先の方が差別を受けたという話をいくつかやはり聞いております。自

分の車が福島ナンバーだったために傷つけられて山形ナンバーに直したという

方もいらっしゃいますし、これは山形に行ったのではなくて、別な場所に行った

ときにそういうふうにしたというお話だったりとか、あとは、福島を東北新幹線

で通るのが怖いからわざわざ飛行機で実家に帰っているというお話を私は直接

県外の方から聞いたこともありますので、県内での感覚の差と県外から見られて

いる福島と、やはり差があるのだということを意識しながら、この人権という問

題に取り組むべきだろうなというふうに感じています。 

 以上です。 

 それでは、ここの部分だけに限らず、この人権、男女共同参画社会、二つ目の

思いやりと支え合いに関わって、どこでも結構ですのでご意見いただければ。 

 40 ページのところなのですけれども、下の黄色いところの③のところ、なか

なか思いはわかるのだけれども、ここまで表記をしてかえって縛るのではないか

と私は思ったのが、将来的な帰還につなげるためにこうしますという書き方とい

うのは、帰らなければいけないという、帰らないという選択は、では、認めても

らえないのか、帰ってもらいたいというのは本心としてあったとしても、ただ、

それは帰る帰らないにかかわらず福島で暮らしていた人たちの生活を支援して

いくということであって、ここに「つなげるために」という言葉が出てくる若干

いやらしさを感じるところがあるかなというふうに思うところがあって、そうし

たいなという思いの反面、ただ、これ自体を出していくということは、受け取っ

た県民の人たちにしてみると、どんなふうに読むのかなというところが非常に分

かれる表現かなというふうに思ったところですので、回答は、私のほうもこうし

たらいいということではないのですけれども、少し気になったものですから、発

言させていただきました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 37 ページの３番目、地域社会の国際化というところで、福島にも海外の方が

たくさんいらっしゃるかと思います。海外からお嫁さんに来た方などもたくさん

いらっしゃって、福島市にあるフィリピンからお嫁に来た方の団体が震災以降に
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できまして、彼女たちが何を思っていたかというと、私たちも震災以降どういう

ふうに福島に対して役に立てるのかということを非常に真剣に考えていてくだ

さって、ネットを利用した英語教育の場というのを彼女たちがつくってくださっ

たというのをある講演会で聞きまして、代表の方ともお話しさせていただいたの

ですけれども、福島に来られた海外の方というのも、ある意味、地域の人的資源

であるという考え方に基づいて、では、地域でどうやって交流をしながら彼女た

ちを活かしていくかということをもう一つプラスアルファで考えていければい

いのかなと、彼女たちもほかの土地から来て、ふるさとに長く帰れない気持ちと

いうのがすごくよくわかるというふうにおっしゃってくださっていたので、そこ

ら辺をもう一歩進んだ形で福島から何かできればいいのではないかというふう

に感じました。 

 以上です。 

 いかがでしょう。 

 今の中村委員ともかぶるのですけれども、先ほどのネット利用というお話なの

ですが、39 ページにもやはり同じようなことを感じていまして、自殺、うつ病

の理解とか、心の健康とか、犯罪被害者とか、高齢者の孤立防止とか、心のケア

とか、ストレスのケアとかということになると、やはりどこか場所をつくってと

いうものだと人数が限られるので、やはりネットをこの時代は活用していって、

そうすると、いろいろな福島県内にいらっしゃる人的資源を有効活用できると思

うので、やはりネットをどんどん、別にフェイスブックとはいいませんけれども、

活用していくほうがいいのではないかと、この辺を見て思いました。 

 思いやりの前半にかかわっていくつか出ましたけれども、久保委員から出され

た将来的な帰還につなげるという部分、なかなか言い回しも難しいところがある

かなというふうには思います 

 前回の第２回のときの「ふくしま・きずなづくりプロジェクト」でもそこのあ

たりが少し関連するようなあれなのですが、目指す姿というところには、避難さ

れている方々がふるさとに帰還することができるようにうんぬんという文言が

あって、ただ、プロジェクトの内容としては、ふるさとへ戻らない人との絆の維

持というのも入っていると。ただ、県としては、戻る方も戻れない方も両方とも

支援していくというのが基本的にはスタンスだったろうと思います。そのあた

り、文言的にどういうふうに表現するかということですが、県のほうでは引き取

っていただいても結構ですし、あるいは現時点で何かコメントがあれば。 

 復興・総合計画、長谷部と申しますけれども、確かに部会長がおっしゃいまし

た、復興計画の中では当面ふるさとへ戻らない人への支援ということで、戻らな

いという考えはあるということで、それはわかった上でそういった形、つまり支

援をしていきますよと。 

 あと、もう一つ、今回の総合計画の調書の 40 ページの中では、例えば避難地

域の方で長期にわたって避難生活をせざるを得ないような方もおります。そうい

った方たちの中にはやっぱりふるさとへ戻りたいという方はおりますので、そう

いった方たちが将来帰還されるためにはそういったふるさとの絆は維持してい
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かないと、戻ったときにその生活ができないと、そういう視点もあると思います

ので、その辺、両方踏まえながら表現はちょっと考えたいと思います。 

 もう少し工夫をしていただくということでよろしいでしょうか。 

 今のに少し補足なのですが、そういうことであれば、やっぱり「ふるさとへ戻

りたいと考える方の将来的な帰還につなげるため」という表記に変えたらいかが

でしょうか。そういう書き方であると、戻らないと決めた方への圧力には感じら

れないように思いますが。 

 そのように考えたいと思います。 

 どうぞ。 

 今、せっかく「きずなづくり」という言葉が出ていますから、私は瀬戸さんの

代理で来ているので申し上げますけれども、きずなづくり事業、毎年何をやるの

だろうか、継続されるのだろうかというのは、いくら国のお金があるにしても、

やはりそれが一番市町村としては不安なのです、被災地の首長としては。ですか

ら、確かに財源的な問題もあろうとは十分わかりますけれども、やはり何年間や

るんだよというような長期ビジョンみたいのを示していただければ被災者も安

心しますし、自治体の首長ももう少し腰を据えて取り組むことができるのではな

いかと思いますので、この場合、お願いをしておききます。 

 という要望がございましたけれども。 

 避難者支援課でございます。お世話になっております。 

 私どもで事業としまして、「ふるさとふくしま帰還支援事業」を実施しており

まして、県外に避難している方々の避難先において、相談、見守り、憩いの場の

提供ということで事業を行っております。 

 こちら、今の状況でございますので、継続して要求してまいると。ただ、どう

しても予算に絡む話でございますので、なかなか継続的というのは難しいといい

ますか、国のほうでどうしても会計年度での予算の配分という形になりますの

で、その辺はどうしても制度的な問題もございますので難しいところはございま

すが、私どもとしましては、国のほうに強く継続を求めてまいりたいというふう

に考えてございます。よろしくお願いいたします。 

 土曜日の民報新聞をご覧になった方も多いと思うのですが、福島民報の何面か

に、鉢村さんという前の日銀の福島支店長さんが投稿していた記事がございまし

て、それはどういったことを言っていたかというと、集中復興期間ということで、

当時、阪神大震災にかかわって、そのときにはやはり５年目まではしっかり予算

がついていた、でも６年目から激減したということで、福島もそこをしっかり前

例を見ていかないといけないという投稿記事がございましたので、そういったこ

とを見据えて、福島県としても 23年度から集中復興期間が始まって、27年度ま

で、予算的にはある程度、25 兆円前後という部分がございますので、そこは何

とか 28 年度以降もしっかり財源が確保できように、福島県の場合には復興再生

協議会という場、国との対等の場があり、また、伝家の宝刀といいますか、知事

の提案権という非常に強い権限がございますので、そういったものを活用しなが

ら継続的な財源の確保という部分はしっかりやっていきたいと思います。 
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 以上でございます。 

 ありがとうございます。 

 それでは、最後の２つの施策に関わってご意見、いただきたいと思います。 

 42ページの黄色いところの②なのですけれども、「活動ボランティアの高齢化

が進んでおり」となっているのですけれども、おそらくいろいろなところでのボ

ランティア活動をされている方々が、高齢者の方々、災害のときのいろいろな泥

を片づけたりとかというところでは、比較的若い人たちも多くボランティア活動

に従事されていたところがあると思いますけれども、日常的ないろいろな活動の

中でボランティアされている方というのは、午前中にも話をしたかと思いますけ

れども、やっぱり時間的な余裕があるというところでなければなかなかできない

ので、全般的に高齢化をしてきていて、いかに高齢化してきているところを継続

してボランティアにやってもらうかということが、多分ここだけの話ではなく

て、いろいろなところでのボランティア活動のところで出てきているのだと思い

ます。 

 そこのところの打開策、ここに負担軽減というふうに書かれてはいるのですけ

れども、なかなか次の一手として、ではどうするのというところがいろいろなと

ころで見えないところがあるので、もし何か負担軽減の方策として、こんなふう

なことをというふうにイメージをされてここに書かれているのであれば、ほかの

ボランティアのところでも共通するところというのが出てくるのではないかと

思ったものですから、前半のところではボランティアをいかに進めていくかとい

う話があって、こういうことは役割でやっぱりボランティアが高齢化してきて、

続かないけどどうしようという話が出てくるので、その辺、どんなふうに、何か

お考えがあればお聞かせいただければなと思って、ちょっと聞かせていただきま

した。 

 ありがとうございます。また少し出したところで回答していただければと思い

ます。 

 お願いします。 

 景観の保全という問題で、除染で作業員の方が取られてしまって、道路に草が

たくさん生えているのを帰ってきた避難者が見て、福島はもう少しきれいな場所

だったのにというふうにがっかりしたという話を一つ聞きました。これは県の方

にお尋ねするのが正しいのかどうかちょっとわからないのですけれども、実際に

景観を保全していく作業員の方はおそらく不足していると思うのです。ただ、も

ともとそんなに荒れていなかった地が荒れることで、ふるさとに帰ってこられた

方ももちろんがっかりしますし、あとは、外から来た方も、福島ってこういうと

ころなのねというふうに思われてしまうと少し困るなと思ったものですから、そ

こら辺をどう対策を練っていくか、もし具体的に考えられているところがありま

したらお伺いできればと思いました。 

 それから、循環型社会をつくる上で、もちろん今まで震災前の福島でしたら、

大手を振って循環型の社会というのをつくれたと思うのですが、自然環境に、こ

と放射能というものが入り込んでしまった結果、循環するのをどこか断ち切らな
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ければいけなくなったところも出てきました。例えば、今まで牛の糞をそのまま

畑にまいて、それをまた肥料にして野菜をつくっていたということが現実できな

くなったエリアなどもたくさんありますし、その人それぞれの価値観によって、

それをよしとするかしないかというところもたくさん出てきました。薪を燃やす

のもそうですけれども、ここら辺をどういうふうに考えているのか。せっかくす

ばらしいことをうたわれているのであれば、絵に描いた餅にしないために、どう

いうふうに考えていくのかということを、もし対策を打っていらっしゃるという

ところがあればぜひ伺わせていただければなと思いました。 

 以上です。 

 ありがとうございました。 

 それでは、久保委員と中村委員から出されましたので、県のほうからお願いし

てよろしいですか。 

 土木企画課からでございます。 

 まず、私のほうから二点、お話ししたいと思います。一点目は、ボランティア

ということで、河川の美化のボランティア、この黄色の表現のところで、高齢化

が進んでいて、負担の軽減ということについてでございますが、河川の管理とい

う中で、河川を管理しているのは国であったり県であったりというところなので

すけれども、ここでは県の管理というところですけれども、草刈りとかごみを拾

うとか、それは河川の中だったり堤防だったりというところがありますけれど

も、そこまで十分な管理は、実はお金の関係もあるのですけれども、できてない

というのが、これは震災前からの状況も同じなのですけれども、できてないとい

う状況の中で、地域の住民の方の協力をいただきながら環境をよくしていきまし

ょうというところの活動、それに対するお金というよりも、例えば作業をするた

めの機材ですとか、そういうものの補助的なものがあったりとかして作業してい

ただいたというところです。それは、民間というか、その川沿いの団体の方とか

民間の団体の方に作業していただいてというところだったのですけれども、それ

がメンバーが固定化して高齢化しているという中で非常に負担になっていると

いうところです。 

 その対応というところで、ほかにも使えるようなアイディアというような話も

ございましたが、県で例えば川の案内人とかということで、いわゆる河川の環境

ですとか、河川の動植物ですとか、そういう環境に対する教育というところで、

出前講座みたいなものをやって子どもさんとかにそれをわかっていただいて河

川に対する愛着を持ってもらうとか、そのような取組などはしているところでご

ざいます。そういう中で、ただそれが直接作業に結びつくかというと、そこは非

常に難しいなというところはございます。 

 二点目の中村委員からのほうの草刈りの話でございますが、草刈りについて

は、今、浜通りのほうの草刈りは、除染との関係もあって、刈った草をどこに処

分するかという問題があり、そういう中で、道路の美化というよりも通行上の安

全確保のために、見通しの悪い所とかを、ある意味、安全を確保するためにやら

なければならない分に限定した形で草刈りをして、ただ、それは運び出すことが
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非常に難しくて道路の脇に置いていると、そのような状況になっておりまして、

ご指摘があったように、通ってみると草が生えている所が非常に目立つというと

ころで、景観が悪いなどという所はあるかと思いますが、これは除染の関係もあ

って、道路の安全上配慮しなければならない区間にある意味限定した形で作業さ

せていただいているというところでございます。 

 そうしますと、一点目に係っては、負担の軽減についての具体策というか、具

体的な対応はまだないという理解でよろしいのでしょうか。 

 それから、中村委員の二点目ですね、循環型社会といっても、薪であるとか、

あるいは牛糞を用いたたい肥のように、なかなか今までどおりにはできない部分

もあるのではないかという、そこへの対応ということですけれども。 

 農林水産部です。牛糞たい肥の件についてだけ、大きいお話の循環型社会とい

うところでは私のどものほうからなかなかお話ししにくいところでもあるので

すけれども、牛糞たい肥のお話でございますけれども、委員ご指摘のとおり、牛

糞たい肥のほう、震災前は流通していて、畑にしながらこうやっていたというと

ころで、やはり暫定基準値を超えているものは処分すると。あと、許容値以下の

ものについては、今も畜産農家等の自給飼料畑に関連したりとか、流通させて利

用するというところで利用は可能になっております。 

 ただ、なかなかそこの利用が進まないという状況にあると。そこのところを流

通を推進するために今どのようにしていかなければならないのかというところ

で、いろいろ検査があったり、それをしっかりとし、畜産農家とそのところを説

明しながらやっていくと。 

 考え方は二つです。暫定許容値を超えているものについてはしっかりと処分す

るというところ、暫定許容値以下のものについては流通させていく。ただ、その

流通がなかなか進まないというところで、今、たい肥がそのまま保存されている

というところです。ですから、そこの部分を円滑に回すような仕組みづくりとい

うものをやっていくというところでございます。そこはいろいろと関係団体と協

力して促す流れを構築しているところでございます。 

 実際、基準値を超えるものは、23 年度は 51％くらいあったところなのですけ

れども、今現在、24 年には基準値を超えるものは 19％くらいになりまして、今

年度に入りますと、基準値を超えるものは７％くらいになってきております。か

なり値は低くなってきておりますので、安全な流通ということを検討していきた

いなと思っております。 

 以上でございます。 

 これは、今でも若干のものが超えているというのは餌なのでしょうか。 

 餌等の問題もあるところですけれども、一番食べて出ているというところです

から、そこの原因の解明のところも併せてやっていきたいなというところでござ

います。 

 生活環境部でありますが、循環型社会全般的なところでお答えをしたいと思い

ます。委員おっしゃるとおり、震災前と同じような取組というのはなかなか難し

いというふうに考えております。でありますので、安全・安心というところを念
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頭に置きながら、やれるところからやっていくというふうに今後進めていきたい

というふうに思います。 

 ありがとうございます。 

 ほかに委員の皆さんから。 

 景観の保全ということで、関係はちょっと無理やりという感じもしないわけで

はないのですが、私は県庁によく行くのですけれども、県庁の周りのタイルはが

れて、あれはできないのか。私はまたあのぐらいの段差は、その後は行かないで

すけれども、やはり高齢者も、あと障害者の方もいますので、わざと修理しない

のではないかと私は思っているのですけども、この前、県立美術館に、さっき久

保委員さんがお話ありましたけど、若冲の展示会に７万８千人、ほとんど遠くか

ら来る方がいるのですね。すると、あの辺で水が入ってない池があったり、あと

は、歩く歩道がひび割れていてこんなになっていたりするところがあるのです。

だから、やっぱり中村委員さんも言いましたので、それで申し上げるのですが、

相馬に行く霊山の休憩所がありますよね。あそこを私はしょっちゅう通るので

す、仕事柄。そうすると、除染の作業員の方とかそういう方々だと思うのですけ

れども、とても見られる状態でないです。空き缶は、飲んでぶん投げ放題、いっ

たんは除染してきれいになったのですが、そのあとは見られないです。 

 ですから、そういう景観をきちんとしないと、よそからせっかく来てくれた人

が、ああ、福島ってこうなんだと思われるのがやっぱりつらいなと思ったもので

すから、財政的な問題はあるのだと思うのですけど、美術館とか県庁の周りとか、

そういうところの休憩所、トイレ休憩とか皆さんするわけですから、そういうと

ころはデスティネーションキャンペーンとかとおっしゃっているようですから、

今からやらないと遅いのではないかと思いますので、ぜひご検討ください。 

 景観というか、安全・安心みたいな話のほうですけれども。今井委員はいかが

ですか。 

 お願いなのですが、41 ページなのですが、④環境保全対策、やはり先ほど、

福島で日本一のものと言いましたけれども、やっぱり猪苗代湖は大切にするべき

だと思います。例えば、海のほうにはお子さんを連れて行きたくないと言った方

も、湖水浴ということで行ってきた方もいるので、やっぱり猪苗代湖はしっかり

と守っていくような何か対策を考えていただき、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 はい、どうぞ。 

 環境、教育についてなのですけれども、先日、自然公園がある中で活動するこ

とがあって、そこの館長さんのお話をちょっと聞いたのですが、そこは周りがも

のすごい田んぼで、本当に農村地帯だったんですね。ただ、子どもの数が減って、

学校が統合されたために子どもたちはいつもバスなのです。バスで通学して、バ

スで帰ってくるという繰り返しなのです。そうすると、自然に接する時間という

のがないので、全然田舎の子どもなのにわかっていない部分というのがあったよ

うなのです。 

 それはどういうことかというと、その公園であるイベントをやって、地域の子
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どもたちに感想文を書いてもらったのですけれども、その子は小学校の８歳か９

歳ぐらいの子どもだったらしいのですけれども、オタマジャクシを初めて見たと

いう文章を書いてあって、そこの施設長さんは背中から汗がたらっと流れたのが

わかったというのです。確かに本当に田んぼの中の、山の中の、本当に自然豊か

なところの子どもなのに、オタマジャクシを初めて見たという文章を見て背筋が

凍りましたというふうに言っているので、やはり環境教育というのを、逆に言う

と、福島はここを本当に子どもたちに重点的にやっていかないと、まして、あの

原発の事故で子どもたちは外に出て行く機会というのが少ないので、ある程度、

環境教育というのをこちらでつくっていってやる、見る機会をつくっていって仕

向けていくという方法も必要なのではないかなというふうに思いました。 

 ありがとうございます。ほかは、委員の皆さんからいかがでしょうか。もう４

時に近づきましたので、ここで限定させてもらって。 

 割と言いたいことはほかの委員の方などが違う切り口で質問されていたので、

今までの中身については、ほぼ皆さんがおっしゃるとおりでいいと思うのですけ

れども、ただ、この総合計画を策定し、そのあと進めていく上にあたって、いつ

も私、県の会議に出るたびに思うのは、やはり市町村との温度差といいますか、

県の職員の方たちがこういった私たち民間人の意見を取り入れてくれて、生かし

ていきたいということでやって、すごく一生懸命やっていただくのは感じるので

すが、これがいざ地元に帰ったときに、なんかちょっと、何でしょうね、県から

市町村に下りていき、そのあとまた地域の、それこそボランティアの活動という

のは、それこそいくら県の人が認めてとか、すごく一生懸命やってくださいと言

っても、やはり地域の市町村の方とか、そういうところで認められていかないと、

なかなか割ときれい事で終わってしまうかなというような気もするのです。 

 県の方が一生懸命こういうのをつくられて、これにのっとって予算もつけら

れ、施行されていくにあたっては、やはりいい形で各市町村の担当者に伝えてい

ただきたいというのも変なのですけれども、あと、各方部の振興局も含めてなの

ですけれども、そこでの考え方がちょっと違ったりとかということが、できるだ

け、私はその都度、それこそ先ほど、福島市の、市でも気にしているきずなづく

りなどの事業に関しても、雇用という部分では続いていますし、私はそこのこと

に１年目はＮＰＯの支援センターということでかかわったのですが、そのときな

ども結局、県庁と各方部というか、振興局などの間でも温度差がすごくあったの

かなというのを感じましたし、やはり組織別に動いているということで、１年目

の絆の希望のあかりというキャンドルでやったイベントなどに関しても、各方部

ごとの温度差もありましたし、本庁と各振興局との違いみたいなものもすごくあ

ったので、その辺は、１年目の混乱というのはすごくあったと思いますが、この

施策を 10 年間にわたって進めていくという意味では、私のところの横断的な組

織の話し合いですとか、そういうことをすごく多くしていただいて、なおかつ市

町村の職員さんとの円滑なやりとりというのでしょうか、それをぜひやっていた

だければと思います。 

 以上です。 
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 それでは、個別の施策というよりは、今日は２回目で最後ということになりま

すので、むしろ政策分野横断的に、あるいは、今後、県がこの総合計画を進めて

いく上でのご注文ということを含めて、ご意見をいただければと思います。 

 すみません。地域懇談会のときに実際に地元の方が発言されていたことが一

つ、今井委員さんのおっしゃられたことに近いところがあって、県がこの計画を

出して県民に示して、県の人たちだってこれを一生懸命実現させていきたいと思

っているんですよねと地方振興局の方に話をしたのですけれども、県の人たちが

つくって、県の人たちもこれに向けて全員が取り組んでいるという姿勢があっ

て、これをどう達成できるかということを喜びにしようとしているのですよねと

いうふうに話をされたのですけれども、ただ、そのときにそういうふうに果たし

て全員が受け止めたかというふうに思ったときに、非常にそこにもやっぱり温度

差があったような気がするのです。 

 初めのほうにもどうしても人事的な部分も含めて、ずっとこれにかかわってい

らっしゃる職員の人がいないということも含めてなのだと思うのですけれども、

これをただ、担当になったからやっていますだけではなくて、全体の中でどうこ

れでやっていくのだというふうな確認をとっていくのかというのは、もう一方

で、県民のほうもまたこれをつくっている側のほうもあるのかなということを思

わず感じさせられるような発言が地域の中からあったものですから、それをちょ

っとお伝えしたくて発言させていただきました。 

 ほかにいかがですか。 

 広域避難者全体の気持ちを語ってくださいということで特別委員として選出

していただいたわけなのですが、福島県の人口状況の説明が担当の方からあった

とき、やはり住民票を持っている避難者が帰ってくることを前提の復興計画、総

合計画になっていることに、今避難している立場としていろいろな方のお話を伺

っている中でものすごく違和感を感じました。これは事実であって、その方たち

が福島に戻りたくないかというと、決してそういうことではなくて、安全な福島

なら戻りたいということが大前提としてあるということをぜひ忘れないでいた

だきたい。どういうふうに魅力ある福島をつくっていくかということがまず優先

であって、避難者を帰還させることが目的にならないでほしいなというふうに感

じております。 

 南相馬の小高にいらっしゃった方がずっと山形市に避難されていて、その方が

きっかけで会を創設いたしまして、その方がずっと怒りでいっぱいでした。自主

避難者にも途中向かってくるほど、本当に原発・東京電力などに対して怒りでい

っぱいで、久しぶりに会ったその方、天童市に家を買ったのだというふうにおっ

しゃってくださいました。その方は、今年 60 歳になられますが、東京電力から

もらった賠償は帰れない家の賠償に当てたそうです。でも、天童に家を買う、余

生を山形で過ごすというふうに決めた瞬間、その方の顔がとても穏やかだったこ

とが非常に印象的であって、福島の復興というのは、その人一人一人の小さな家

族という単位の幸せを真剣に考える復興であっていただきたい。何度も言うとお

り、帰らないと決めている方ももちろんそうやってたくさんいらっしゃいます
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が、そういう方の幸せにも喜んであげられる、そういう復興であってほしいとい

うふうに切に願っております。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 

 ほかの委員の皆さん、ぜひ言い残したことのないように、オーバーしています

が、多少は時間が。 

 この計画が当初あったときに、福島県は七つの生活圏ということが当初に挙げ

られましたけれども、今、交通面でつながっていない部分が、６号線が通れない、

いわきから相馬に行く道が通れないということがあって、震災当初からこれを何

とか早急に対策をお願いしますと何度か言ったような記憶があるのですけれど

も、そのことでやっぱり今だって双葉郡の会社関係の人たちはいわきに避難して

いる人たちが多くて、それが結局、会社ですから、税理士とかそういうのはやっ

ぱり相馬なのですね。相馬の先生たちは今度、ずっと山を通って、福島を通って、

いわきに入ってきて、１日がかりなのです。夏場はいいのですけれども、冬場は

本当に車１台２台つぶしたという先生がいらっしゃっていて、命懸けで来るよう

なことになっています。 

 ただ、いわきにもし避難すれば、いわきの税理士を頼めばいいのではないかと

いうふうな、そういう簡単なものではなくて、今までの会社の経緯でお世話にな

ったというのがあるので、やっぱりこの先生というふうになったときに、条件付

でもいいですから、２年５カ月もたっているので、通行を何とか穏やかになるよ

うな対策というのはないのかなとお聞きしたいのですが、その辺はいかがでしょ

うか。 

 避難地域復興課の市川と申します。 

 ただ今のお話、警戒区域、もしくは、今で言うと帰還困難区域の特別通過交通

の件かと思いますが、一応、一義的には、制度は政府のオフサイトセンターのほ

うで制度管理し、運用しているところです。 

 それで、通過交通の要望は大変多かったところで、県としても昨年通行を認め

てもらうように再三要望はしていたところで、現在、今のような状況になってい

るわけなのですが、この通行に関しては、通過する方の利便性と、あともう一つ

は、先ほど防犯の話があったと思うのですけれども、通過される地域の方の合意、

この辺のバランスを全体でまとめて考える必要があるところというふうに聞い

ております。 

 なので、やむを得ない事情があるところは、たくさんの声をいただいているの

で必要であるとは思うのですが、その辺はオフサイトセンターのほうも今後検討

するという話もありますが、最後は地域全体の防犯も含めた合意の中で取り決め

られるというふうに認識しておりますので、その辺はご理解をお願いしたいと思

います。 

 よろしいでしょうか。あと、よろしいですか。 

 それでは、長時間になりましたけれども、以上で、（２）第３章、政策分野別

の主要施策についての審議を終了したいと思います。委員の皆さんからいろいろ
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出していただきましたし、これからまた追加で意見等も出るかもしれませんが、

その運営については私に一任していただいて、事務局のほうとも相談して取りま

とめさせていただきたいと思います。よろしいでしょうか。――では、そのよう

にさせていただくこととして、最後に、（３）その他について、事務局のほうか

ら。 

 本日は、長時間にわたる議論、貴重な意見、ありがとうございます。この時間

の中では出しきれなかった意見等もあろうかと思います。それで、時間がない中

で申し訳ないのですが、もし思い出したもの、追加したいものがありましたらば、

あした 11 日中にメールでもファクスでも結構ですので、復興・総合計画課のほ

うにいただければ、そちらのほうの意見も部会長のほうとご相談させていただき

たいと思います。 

 それと、部会は本日で終了になりますが、この本体のほうであります総合計画

審議会にこちらの意見を上げるようになります。総合計画審議会については、10

月中旬を予定しておりますが、日程時間等が決まりましたならば後日改めて連絡

いたしたいと思います。 

 それと、今回の本日のやりとり全般、復興計画・総合計画ということで、全般

的に触っていただいたわけですが、今やっている事業、これから先どうなってい

くかというものもございますけれども、くしくもといいますか、震災から 10 年

後までを計画することになっておりますが、この目標の年がオリンピックの開催

年ということになっているわけで、オリンピックとは関係ないのですけれども、

この計画はこれに沿って検討してやっていくというものでありますので、その途

中、今財源がストレートについていない、約束できないというものはありますが、

財源が必要なものであれば、事業が必要なのであれば、当然に財源を工夫して取

ってくる、あるいは、国との交渉をそれは当然に続ける、あとは、制度的なもの

が現在はないというのであれば新たなものをつくるという、お願いするというの

も変なのですけれども、国のほうと協議をしまして制度なり予算なり、それは取

って、必要な支援制度をやっていくというのがベースでありますので、それで、

今やっているものの中で継続すべきものについては当然継続し、効果が薄いとい

うものについては改善して、さらに効果のあるものにしていくということのため

に、こういった審議会などにおいて皆様から意見をもらって、対応するというこ

とでやっているのでございますので、それを県のほうで受けまして、検討して、

すぐに事業化できれば一番いいのですが、なかなかできないというようなことも

ございますので、そういったものについては説明できるようにしておきたいと思

います。 

 なかなか行政、足腰が重くて動けないということはありますが、その中で各部

は各省庁と折衝し、企画調整部のほうは復興庁と折衝し、知事を先頭にいろいろ

と県の活動をしていき、みなさんの声に応えていきたいと考えておりますので、

今後ともご協力をよろしくお願いしたいと思います。本日はありがとうございま

した。 

 ありがとうございました。次回、総合計画審議会、10 月中旬ということなの
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で、近々に連絡があると思いますが、皆さん、よろしくお願いしたいと思います。 

 そのほか、事務局から何かありますでしょうか。特にありませんか。それでは、

予定した議事はこれで終了ということです。議事の進行にご協力いただき、あり

がとうございました。 

 委員の皆様、先週と引き続きまして 10 時間半という非常に長く熱い議論を交

わしていただきまして本当にありがとうございました。戸田課長が申し上げたと

おり、本当に皆様からの意見をしっかり県政に反映させていきたいと思っており

ます。そこはしっかりお約束をしたいと思っております。 

 委員の皆様からのご意見、部局横断的といいますか、役所のパーツパーツの議

論ではなくて、本当に生のご意見、部局横断で対応しなければいけない意見とい

うふうに感じておりました。私ども事務局が想定したとおりご意見をいただい

て、総合計画審議会らしい本当の議論ができたのかなと思っております。 

 そういった中で各部局で答弁をさせていただきましたが、いろいろな答弁があ

りましたけれども、県庁のほうに座っている職員スタッフは、本当に真摯に、そ

れぞれの業務に真剣に対応してございます。そこの部分はご理解いただけたと思

っております。先ほど、振興局の部分で若干温度差があるかなというお話もござ

いましたが、その部分がたとえあったとしても、これからいろいろな議論を通じ

て、振興局さんともまた地域別の議論でいろいろやっておりますので、そういっ

た中で、参加者意識といいますか、本当にこの総合計画を自分のものにしていく、

吸収していくという中でその意識を高めていきたいなと思っているところでご

ざいます。どうぞよろしくお願いします。 

 いただいた意見、先ほど戸田課長が申し上げたおおり、県の施策としてしっか

りやっていく。冒頭申し上げたとおり、必要なものは重点事業というものに位置

づけてしっかり大きくやっていくということで考えております。ぜひよろしくお

願いします。 

 最後でございますが、将来的な帰還の部分でありますとか、避難者と言われる

ことが疲れたとか、県のメッセージが足らないのではないかという今井先生のお

話もございましたけれども、そういったものにまだ 100％応えられるものは持っ

ておりませんが、この議論を通じてまた問題を、この審議会の議論を通じてしっ

かりと 10 月のときにはお答えできる部分はお答えしてまいりたいと思っていま

す。どうぞ引き続き、ご指導、ご支援のほどよろしくお願いしたいと思います。 

 本日は誠にありがとうございました。 

 

 

――閉  会―― 

 これをもちまして、福島県総合計画審議会第２回進行管理部会を閉会させてい

ただきます。ありがとうございました。 

 

 

（以 上） 
 


